
地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題＊１

赤井 伸郎＊２

要 約
近年，公共投資を提供する手法・組織の非効率性・制度疲労が問題であるという指摘が

なされ，政府内でも，公共サービスを提供する手法の改革の必要性が叫ばれている。母体

自治体の政策も問題であるが，不透明な外郭団体も大きな問題である。本稿では，最新の

調査データを下に，地方３公社に着目し，財務・組織内容を明らかにした後，各公社にお

ける今後の経営改善に向けた方策および，今後の公社問題の解決に向けた調査および基礎

資料の重要性も主張する。公社問題は，随時マスコミなどで指摘されているにもかかわら

ず，これまで全体の公社を比較した分析は，ほとんどなされておらず，この点で，この研

究は新しいものである。

土地開発公社

土地開発公社とは，自治体が，公共事業用地として土地を先行取得する目的で設立され

た公社である。土地開発公社は，バブル前には，その柔軟性から公共用地の先行取得とそ

れに伴う効率的な公共事業という意味で役割を果たしたと思われるが，その一方で業務が

拡大し，バブル崩壊からは中央政府の土地の買い支え政策に利用されてきた。総務省資料

およびその他の要因分析から，活用されないまま放置されている購入後１０年以上の塩漬け

土地が大幅に拡大していること，資産保有額（簿価）のうち３０％を越える部分が金利であ

り，実際の取得価値は７０％以下にすぎないこと，財政的に豊かな自治体は不良資産処理が

進んでいるが，逆に豊かでない自治体は問題を先送りしている可能性があることなどが明

らかとなった。

住宅供給公社

住宅供給公社は，国及び地方公共団体の住宅政策の一翼を担う公的住宅供給主体として

の役割を果たすために設立された法人であるが，未処分の分譲資産は多く，時価下落によ

り，実際の財務状況はかなり悪くなっている。この状況を受けて，会計基準の変更が行わ

れ，健全化に向けた議論が活発になっている。債務超過の実態が明らかにされることで，

実際，北海道や，長崎，千葉で特定調停が進み，また，数多くの公社で改革に向けた動き

が始まっている。

地方道路公社

増大する自動車交通需要に対処するために，民間の資金を積極的に導入し，活用するこ

とにより，地方幹線道路の整備を推進していくことを目的として，その事業主体として新

たに地方道路公社が創設された。収入／支出比率を見ると，比率が１を下回る道路は全国

で２０あり，地方部に多い。また，１kmあたりでの建設・管理コストとしての建設・管理

＊１ 本稿の作成過程において，総務省，国土交通省の関係者の方にお世話になった。また，データ作成に関
しては，金坂成通氏（大阪大学大学院）に，大変お世話になった。ここに記して，感謝の意を表したい。
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Ⅰ．はじめに

バブル崩壊後，我が国の経済情勢が悪化する

状況下において，景気対策として数多くの公共

投資が，実施されてきた。しかしながら，その

投資は，日本経済を復活させるほどの効果をあ

げることができず，日本経済は未だに不況を脱

せずにいる。その理由を，単なる政策の失敗と

して片付けるのは限界に来ている。近年，公共

投資を提供する手法・組織の非効率性・制度疲

労が問題であるという指摘がなされ，政府内で

も，公共サービスを提供する手法の改革の必要

性が叫ばれている。

地方においては政府本体も問題であるが，不

透明な外郭団体も大きな問題である。全国には，

地方自治体が出資する外郭団体である「地方公

効率性を見ると，必ずしも建設費用が高いことが比率に影響していない。当初計画の台数

と現在の利用台数を比較した達成率をみると，観光路線で利用低迷が目立っている。

各公社の課題と解決策（詳細は本文参照。）

まず，後向きの問題として，将来の財政運営も見据えて，運営に支障をきたすことがな

いように，負の資産の処理方法を議論するべきである。情報公開により，さまざまな議論

をオープンな形で行い，少しでも財政負担を減らす方策を考えることが緊急課題であろう。

次に，前向きの改革として，組織運営の中でその問題点が自然と現れるような仕組みづ

くりとして，適切な検査システムを整備し，公社の意義の再確認・再点検を柔軟にできる

制度（独法システムが参考）の構築や，情報公開（議会・住民のチェック）による規律付

けを通して，経営内容を随時住民の視点から判断できるシステム作りが必要である。

その他の論点としては，第一に，経営実態をどのように捉えるかの視点がある。土地開

発公社に関しては，今後の自治体の財政運営に与える影響を見極めると言う点で，公有用

地を含めたすべての土地資産に関して時価評価を行い，それを参考データとして示すこと

が必要である。また，将来に向けて住宅供給公社の経営実態を明らかにするためには，賃

貸事業の場合であれば，その物件の価値を決めるのは，将来にわたる賃貸収入の現在価値

であり，それを議論に使うべきであろう。道路に関しても，同様である。

第二に，存在意義である。全公社に関してその意義は薄い。保有人的資産をどのように

今後活用するのかは，雇用問題とつながっており，すぐに解決するものではない。一つの

方法は，これまでに蓄積されたノウハウを利用して，事業の円滑な推進に向けたサポート

センターを構築することが考えられる。ハードから撤退しソフトに特化するのである。

外部評価・国の適確な支援のためのデータ整備の重要性

今後，３公社がよい方向に業務を転換していくためには，国からの指導や，外部からの

評価や助言が必要である。評価・指導・助言のためには，外部にも内部の情報が伝わる必

要，すなわち，透明性の確保が何よりも重要である。また，特に，公社は特有の業務を行

っており個別の財務資料だけでは議論できない部分もあり，相対評価も必要である。相対

的に外部からの評価を可能にするためには，所管の官庁が，全体の公社の相対比較評価が

可能になるようなデータを整備し，実態を常に外部に示し，公社の存在意義・活動のあり

方を議論できる基礎を作るべきであろう。
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社」が１万社以上存在している。それらは，自

治体が１００％出資する特別法人（土地開発公社，

地方道路公社，住宅供給公社），非営利事業を

目的とする民法法人（財団法人，社団法人），

営利事業を目的とする商法法人（株式会社，有

限会社）などから構成される。

このうち，民間との共同出資で設立された政

府出資２５％以上の法人は，一般的に「第三セク

ター」と呼ばれ１），マスメディアなどで問題事

例が多く指摘されている。国全体の第三セクタ

ーの状況は，商工リサーチが毎年調査し，詳細

な財務状況などは，総務省の調査として，公表

されている２）。また，土地開発公社の土地の保

有状況に関しては，別の総務省調査で保有資産

の状況が把握されている３）。しかしながら，住

宅供給公社や地方道路公社に関しては，網羅的

な調査や研究はほとんどなされておらず，事例

がマスメディアで報じられている程度で，各公

社が抱える実態は，ほとんど国も把握していな

いのが実情である。

本稿では，最新の調査データを下に，地方３

公社に着目し，財務・組織内容を明らかにする。

特に，住宅供給公社や地方道路公社は，問題が

随時マスコミなどで指摘されているにもかかわ

らず，これまで全体の公社を比較した分析は，

ほとんどなされておらず，この点で，この研究

は新しいものである。しかしながら，上で述べ

たように，住宅供給公社や地方道路公社は，国

全体でどのような実態にあるのかは，管轄であ

る国交省が綿密な調査をしておらず，各地域に

任せているのが現状であり，ここで紹介するデ

ータも，各公社が抱える問題点を明らかにする

ほどのものではない。

また，全体像と問題点に関するこれまでの計

量分析としては，土地開発公社に関しては，県

別の不良資産を推計した赤井（２００２），都市別

の傾向を分析した金坂・赤井（２００５），データ

を更新し，近年の傾向とその要因を分析した赤

井・金坂（２００４a，２００４b）などがある。しかし

ながら，住宅供給公社や地方道路公社に関して

は，ほとんど分析がない。民間の調査としては，

日経地域情報 No．３７５『地方道路公社の２０００年

度有料道路利用状況』，日経地域情報 No．３８３『住

宅供給公社の経営状況』や日経地域情報 No．４２９

『地方３公社の経営実態』があるが，実態の把

握であり要因解明までにはいたっていない。ま

た，これらの調査は，総務省の行う調査のよう

に定期的になされているわけでもなく，政策に

反映されることも少ない。

本稿は，以下のように構成される。次節から，

主に，『第三セクター等の状況に関する調査結

果の概要』総務省（２００４a）（２００３年３月末時点：

２００２年度決算）および『平成１５年度土地開発公

社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）（２００４

年３月末時点：２００３年度決算）に基づき，現存

する地方３公社（土地開発，住宅供給，地方道

路）を順に，個別主体の財務データから実態把

握する。最後に第Ⅴ節で，各公社において，今

後の経営改善に向けた方策を検討する。また，

今後の公社問題の解決に向けた調査および基礎

資料の重要性も主張する。

１）これは旧自治省の定義であり，実際には厳密な定義は存在していない。総務省（２００３）以降の調査では，
第三セクター「等」の調査として，出資２５％以下の団体や，１００％出資の地方三公社の調査結果も公表して
いる。

２）総務省（２０００，２００１，２００３a，２００４a）参照。
３）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）など参照。
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Ⅱ．土地開発公社の実態と課題

Ⅱ－１．土地開発公社の経緯と実態

Ⅱ－１－２．土地開発公社の経緯

特別法人とされる３公社のうち，特に土地開

発公社の地方財政への影響が大きい。土地開発

公社とは，自治体が，公共事業用地として土地

を先行取得する目的で設立された公社である。

礒崎（１９９７）によれば，設立の背景は，以下

のようにまとめられている。戦後の経済の高度

成長は，全国土に渡って都市化を進展させ，特

に大都市地域において，公害問題，社会資本整

備の遅れ，土地利用の混乱などのいわゆる都市

問題を発生させた。これらの問題の中で，国民

生活や産業経済に深刻な影響を与え，早急な解

決が要請されたものが，住宅用地，公共用地な

どの取得難，地価の高騰などの形で現れた土地

問題である。一方で社会資本整備の立ち遅れも

指摘されており，地方公共団体にたいしては，

生活環境施設の整備をはじめ，宅地の供給，公

共施設などの整備を積極的に行うことが要請さ

れた。そのため，地方公共団体の土地需要は増

大し，これらの需要を満たすため，地方公共団

体の財政負担は地価の高騰とあいまって膨大な

物となっていた。こうした事態に対処するため

国においては，次年度以降に着工する予定の用

地についてもあらかじめ取得するための財政措

置を強化するなど，地方公共団体における土地

取得財源の充実強化を図ったものの，必ずしも

地方公共団体の土地取得にかかわる財政需要を

十分に満たしているとはいえない状況にあった。

このため，各地方公共団体は，地域の秩序ある

開発・整備を図るとともに，公共用地などの先

行取得をおこなうため，いわゆる「地方開発公

社」を財団法人として設立し始めた。この動き

は昭和３５年ごろから目立ち始め，その数は昭和

４７年１０月現在で約９８０公社に上った。

地方開発公社のメリットは以下である。（礒

崎（１９９７））

１．民間金融機関から資金を自由に借り入れ

ることが可能

２．長期にわたる先行取得が可能

３．用途未確定の土地についても将来の事業

のために確保しておくことが可能

４．代替地の土地確保や事業予定地周辺の土

地も合わせえて取得可能で周辺の地域整備，

開発利益の吸収が行いやすい

５．地方公共団体よりも手続き面などで機動

的・弾力的に土地取得を行うことができる。

しかしながら，その一方で，地方公共団体が

公共用地，住宅用地などを先行取得するに当た

っての問題点として，地方公共団体などが他の

土地需要者に先んじて土地の取得を行うことを

可能とする先買い制度が不十分であることが指

摘されていた。

こうした問題点に対処し，昭和４７年に市街化

区域内の土地の先買い，土地開発公社の創設な

どを主な内容とする「公有地拡大の推進に関す

る法律」が制定された。

図１が，その年度別設立数と現存数を示した

ものである。１９７２年６月 「公有地の拡大推進

に関する法律」４）制定が契機となって，設立さ

れていることがわかる。

以下では，土地開発公社の問題を初めて正面

から取り上げた山本（１９９９）に基づき，「公有

地の拡大推進に関する法律」制定から塩漬け土

地問題に至った経緯を簡単に整理する。

バブルまでの土地先行取得期

・１９７２年６月 「公有地の拡大推進に関する法

律」（以下，公拡法）制定

４）「公有地の拡大推進に関する法律」（昭和４７年６月）http : //www.houko.com/００/０１/S４７/０６６.HTM
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・「公有地の拡大の計画的な推進を図り，も

って地域の秩序ある整備と公共の福祉の増

進に資すること」を目的に制定されたもの

である。

・１９７３年１月改正 対象地（市街化調整区域，

代替地）の拡大

・制定後わずか４ヵ月後，田中角栄の「日本

列島改造論」に伴う土地対策の一環として，

土地開発公社の業務内容が拡大された。こ

の改正の要点は２点にまとめられる。第一

は，先買いの対象地を都市計画区域全域に

広げるというものであり，第二は，買収し

た土地を公共事業の代替地に充てることが

できるというものであった。このため公社

は，利用目的があいまいなままでも土地を

買えるようになった。

・１９７３年 建設省，自治省通達 土地融資規制

の対象外

・建設計画局長，自治大臣官房長連名の大蔵

省銀行局長宛て通達「地方公共団体などに

よる宅地確保の資金について」があった。

これは，自治体や地方公社（土地開発公社）

の必要とする資金について銀行に協力を求

める通達であった。また，大蔵省銀行局長

通達「金融機関の土地取得関連融資の抑制

について」も同時期にあったが，土地融資

の抑制を金融機関に求めつつも，公社など

公的機関や個人に対する融資は除外されて

いた。この結果，民間の資金が土地開発公

社に流れるシステムが出来上がった。

・１９８２年 銀行法改正の対象外⇒土地開発公社

への融資拡大

・政府は銀行法を改正して大口信用規制の基

準などを法制化したが，公社は対象外（四

月三〇日付け通達）とした。１９７３年通達に

引き続き，またしても土地開発公社と民間

企業において銀行からの貸し出し基準に差

をつけることで，土地開発公社を優遇した。

結果として土地開発公社への融資が拡大し

たといわれる。

・１９８７年 リゾート法（総合保養施設整備法）

施行

図１ 土地開発公社年別設立数

（注）「１４年度末に存在した公社のみ」の設立時点データである。すでに廃止されたものは含まれない。
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・１９８７年 自治省 土地買いを積極的に勧める

・自治省は政府の地価抑制の流れに逆らって，

公社による土地購入を進めるため，「土地

開発公社活性化委員会」を設け，提言とし

て，公社を「積極活用すべし」をまとめ，

「土地開発公社の業務について」を通達。

内容は，「土地開発公社が保有土地を外部

に管理委託，賃貸，信託，目的外処分する

のを認める。」と言うものであった。土地

開発公社の業務がまたしても拡大し，業務

が制度的に曖昧になっていく。

・１９８８年 一部改正 対象地（市街地，観光・

レジャー）の拡大

・バブルの頂点の時期に，リゾート法がらみ

で，事業範囲が拡大される。公社は市街地

開発や観光・レジャー開発のための土地取

得，造成が行えるようになった。

バブルと，バブル後の買い支え期

・１９８９年４月 公拡法施行令一部改正 対象地

の拡大

・用地取得の円滑化という名目で，バブルで

地価が高騰し，土地取引が細分化した対応

策として，先買い対象地の面積の下限が３００

m２から２００m２に引き下げられた。「２００m２程

度の広さでは公共事業用地とするわけには

いかず，もっぱら「代替地」として取得さ

れ，この改正が，後に公社の不良資産を増

やすことになった」山本（１９９９）。

・１９８９年１０月 大蔵省 土地融資自粛を求める

通達 効果なし

・大蔵省は金融機関に対し，投機的な取引に

つながるような土地融資の自粛を求める。

しかし，系列ノンバンクに迂回して土地取

引に対する融資は拡大し続ける。

・１９８９年１２月 土地基本法 「自治体は公有地

の確保に努めること」

・「土地」について，各主体の責務に言及し

た法律「土地基本法」が交付されるが，そ

こでも「自治体は公有地の確保に努めるこ

と」とされ，適切な公有地の取得という観

点は欠落していた。

・１９９１年６月 自治省通達 公共用地の取得促

進を指示

・通達「土地開発基金の活用について」で，

自治省はさらに自治体に土地買いを求める。

また，土地政策の一環として土地開発基金

で土地購入を勧める。

・１９９１年１０月 自治省通達 公共用地の取得促

進を，再度指示

・通達「土地開発基金の一層の活用について」

で，自治体の更なる土地取得を催促した。

・１９９１年 福岡県赤池町 土地開発公社債務の

影響で財政再建団体（準用）に

・この時点で，土地開発公社の行き過ぎた拡

大による借金が母体自治体の財政運営に与

える問題が勃発した。

・１９９２年６月 国による公社への融資援助

・国は土地の先行取得に対する新たな融資制

度「特定公共用地等先行取得資金融資制度」

を創設し，国が公社の先行取得を資金面で

援助することを明記した。

・１９９２年８月 対象地（都市計画区域外の土地）

の拡大

・公拡法改正で，都市計画区域外の土地（山

間部，原野，荒地など）も購入可になり，

取得する面積の下限も２００m２から１００m２へ

さらに小さくなる。

・１９９２年８月 経済対策閣僚会議 土地の追加

取得を要請

・経済対策として，一兆円の土地の追加取得

を行うよう要請がなされた。

・１９９３年４月 経済対策閣僚会議 土地の追加

取得を要請

・経済対策として，一兆２０００億円の土地の追

加取得を行うことを要請し，土地開発基金

と公社の活用を図ることを提言した。

・１９９３年 対象地（商業・業務用地）の拡大

・土地開発公社が商業・業務用地造成事業も

行えるようになり，それらの事業に対して

も公営企業金融公庫の融資を受けられるよ

うになる。

・県と政令指定都市にしか認められなかった，

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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市街地開発やリゾート事業用地も取得でき

るようになる。

・１９９５年９月２０日 経済対策閣僚会議 「経済

対策」 公共用地の先行取得を要請

・土地開発基金および土地開発公社の活用を

図るとともに，公共用地先行取得事業債に

よる積極的な対応を図ることにより，１兆

５０００億円の規模で事業費の追加を要請し

た５）。

・１９９８年４月２４日 経済対策閣僚会議 「総合

経済対策」 公共用地取得の積極的推進

・土地開発基金，土地開発公社及び公共用地

先行取得等事業債等を積極的に活用して，

公共用地の取得及び代替用地の確保を推進

するため，必要な地方財政措置を講じるこ

ととされている６）。

以上から，土地開発公社は，バブル前には，

その柔軟性から公共用地の先行取得とそれに伴

う効率的な公共事業という意味で役割を果たし

たと思われるが，その一方で業務が拡大し，バ

ブル崩壊からは中央政府の土地の買い支え政策

に利用されてきたことがわかる。

Ⅱ－１－２．資産保有額と変化の現状７）

『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果

概要』総務省（２００４b）によると，土地開発公

社の平成１５年度末（２００３年度末）の保有土地は，

金額ベースで６兆３５５６億円（前年度６兆７０３２億

円，対前年度比５．２％減）と減少となり，面積

ベースでも２４５８４ha（前年度２６６６７ha，同６．８％

減）と減少となっている（表１）。この情報か

らは，土地開発公社の不良資産問題は，一見縮

小に向かっているように見える。

しかしながら，長期保有土地の状況をみると

（表２），金額ベースでは五年以上保有土地につ

いては１．１％減少しているのに対して，１０年以

上保有土地については，前年比１８．２％の増加と

なっており，近年取得した土地は活用されてい

るが，活用されないまま放置されている購入後

１０年以上の塩漬け土地が大幅に拡大しているこ

とが分かる。

資産保有額は，取得額に，その取得のための

借入金（負債）が生み出す金利（取得時からこ

れまでの合計）との合計で示される。したがっ

て，２年度間の資産保有額の変化には，地価の

変化は影響しない。資産保有額は，（１）土地を売

却（母体自治体による買取を含む）したときの

み減少する。その一方で，（２）土地を新たに購入

５）http : //www.mlit.go.jp/crd/city/mint/library/h７policy.htm

６）http : //www.soumu.go.jp/top/vol２０a.html

７） 本節の分析は，『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）に基づいている。

表１ 保有土地の状況（２００２度末・２００３度末・増減）

平成１５年度末 平成１４年度末 増減

保有土地金額ベース

道府県 １兆５，４４７億円 １兆６，２５８億円 △５．０％

指定都市 １兆１，８９３億円 １兆２，５５２億円 △５．３％

市区町村 ３兆６，２１６億円 ３兆８，２２２億円 △５．２％

全国計 ６兆３，５５６億円 ６兆７，０３２億円 △５．２％

保有土地面積ベース

道府県 ７，６０７ha ８，３５２ha △８．９％

指定都市 ９６８ha １，０００ha △３．２％

市区町村 １６，２７９ha １７，３１５ha △６．０％

全国計 ２４，８５４ha ２６，６６７ha △６．８％

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より引用
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した場合に増加する事はもちろんだが，購入が

無くても，金利は毎年支払わなければならない

ため，金利によって保有資産額は増加すること

にも気付かなければならない。（１）の試みである

処理が行われても，それを上回るだけの金利支

払いがあれば，結果として，保有資産額は増加

し，不良資産を膨らませる事になるのである。

地域別に資産保有額（簿価）の金額及び変化

率を見てみよう。図２から保有資産額の変化を

見ると，多くの地域で保有資産額が減少してお

り，ほとんどの資産は塩漬けされ不良資産化し

ている現状を考えれば，資産の減少は処理が進

んでいると考える事が出来る。多くの資産を抱

えている地域では，資産の減少額は相対的に容

易である。そこで，相対的な資産額の大きさを

考慮して，変化額の２００２年度末保有額に占める

割合を求めたものが図２右軸である。この結果

を見る限り，資産の減少は，全国的に進んでい

るようである。その一方で，資産が増加してい

る県域も存在する。上で述べたように，これら

の地域では，（不良資産の処理は行われたのか

もしれないが，）金利支払いが，保有資産額を

増加させる事になっていると考えられる。また，

図３には，１０年以上保有土地割合と，２００２年度

から２００３年度における，その変化率が示されて

いる。１０年以上保有土地割合は，和歌山が突出

しているが，２００３年度には山梨県でも大きくな

っており，ほとんどの地域で増加していること

がわかる。

Ⅱ－１－３．土地開発公社の役員・職員構成

表３から，土地開発公社の役員・職員構成を

見てみよう。役員総数は，最大で北海道の１３０６

人である。人数に地域性はないようである。ま

た，役員に占める公退職者や公出向者の割合は，

公退職者の割合が小さく，すべての県内で公出

向者の割合のほうが多い。神奈川，大阪で８０％

を超える。職員総数で見ると，役員が職員を上

回るケースがほとんどである。（下回るケース

は，わずか５地域である。）職員に占める公退

職者や公出向者の割合は，役員と同様，公退職

者の割合が小さく，すべての県内で公出向者の

割合のほうが多い。職員における出向者の割合

は，役員における出向者の割合よりも大き

く，８０％を超える県内も多い。

Ⅱ－１－４．土地開発公社の出資，補助金，貸

付金，債務保証債務残高

表４から，土地開発公社の出資，補助金，貸

付金，債務保証債務残高を見てみよう。出資額

は，他の公社に比べてばらつきは小さい。補助

金もあるが，貸付金が相対的にかなり大きい。

債務保証債務残高は，大都市で大きいが，宮城，

埼玉，富山，兵庫県内では債務は０である。

Ⅱ－１－５．土地開発公社の評価・監査体制

表２ 長期保有土地の状況（２００２度末・２００３度末・増減）

平成１５年度末 平成１４年度末 増減

金額ベース

５年以上保有土地
４兆１，０４４億円
（６４．６％）

４兆１，５１４億円
（６１．９％）

△１．１％

１０年以上保有土地
２兆３，５７０億円
（３７．１％）

１兆９，９３７億円
（２９．７％）

１８．２％

面積ベース

５年以上保有土地
１４．３１７ha

（５７．６％）
１４，８７５ha

（５５．８％）
△３．８％

１０年以上保有土地
７，７８３ha

（３１．３％）
７，５４０ha

（２８．３％）
３．２％

（注）※（ ）内は，土地開発公社保有土地全体に占める比率
（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より引用。
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図２ ２００２年度から２００３年度の資産保有額（金額）「左軸」およびその変化率（２００２年度末保有額に対する変
化率）「右軸」

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

図３ ２００２年度から２００３年度の１０年以上保有土地割合「左軸」およびその変化率（２０００年度末割合に対する変
化率）「右軸」

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。
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表３ 土地開発公社の役員・職員構成（２００２年度）

県域 役員総数
役員（公退
職）割合

役員（公出
向）割合

職員総数
職員（公退
職）割合

職員（公出
向）割合

役員／職員

北海道内 １３０６ ２％ ３９％ ６８０ ０％ ７４％ １９２％
青森県内 ３３６ １％ ７４％ ２６５ ０％ ８５％ １２７％
岩手県内 １９６ ２％ ４４％ １８０ ０％ ８０％ １０９％
宮城県内 １８８ ３％ ５２％ ８９ １２％ ５１％ ２１１％
秋田県内 １５０ ６％ ５７％ ８９ ０％ ５８％ １６９％
山形県内 ３９９ ３％ ４１％ ２１５ ０％ ４７％ １８６％
福島県内 １６３ ３％ ４８％ ２５７ ０％ ８４％ ６３％
茨城県内 ４７８ ３％ ６６％ ２１６ １％ ７３％ ２２１％
栃木県内 １７６ ３％ ８０％ １５０ １％ ５７％ １１７％
群馬県内 ４５４ ２％ ４７％ ２４７ ０％ ８２％ １８４％
埼玉県内 ７５２ ４％ ４２％ ３５３ ０％ ８６％ ２１３％
千葉県内 ２３３ ６％ ６１％ ２０８ ２％ ３８％ １１２％
東京都内 ５３５ １％ ７７％ ５８７ １％ ７９％ ９１％
神奈川県内 ３４９ ３％ ８１％ ２８２ １％ ６８％ １２４％
新潟県内 ２７６ ６％ ５０％ ４５５ １％ ８１％ ６１％
富山県内 １６２ ２％ ４０％ ９０ ３％ ７６％ １８０％
石川県内 ２５８ ３％ ４０％ ７９ ０％ ８５％ ３２７％
福井県内 １５６ １％ ４４％ ５８ ０％ ８１％ ２６９％
山梨県内 ８９ ２％ ５５％ ６１ ０％ ３６％ １４６％
長野県内 ９５４ ２％ ４５％ ３７１ １％ ５８％ ２５７％
岐阜県内 ７２６ ３％ ４３％ ３５７ ２％ ８０％ ２０３％
静岡県内 ２９３ ７％ ６１％ ２６８ １％ ８１％ １０９％
愛知県内 ４８７ ２％ ５７％ ６１０ ０％ ７８％ ８０％
三重県内 ２７８ ９％ ５３％ １７２ １％ ３０％ １６２％
滋賀県内 １３０ ２％ ７５％ ９３ １％ ４９％ １４０％
京都府内 １４６ ６％ ６０％ ８７ １０％ ５９％ １６８％
大阪府内 ４６１ ５％ ８１％ ４２２ ３％ ７０％ １０９％
兵庫県内 ２６２ ８％ ６５％ ３３４ １％ ５４％ ７８％
奈良県内 ３４８ １％ ７５％ １４４ ０％ ８８％ ２４２％
和歌山県内 ３８７ ６％ ５９％ １３３ ０％ ６６％ ２９１％
鳥取県内 ２３４ ６％ ３０％ １１０ ３％ ３０％ ２１３％
島根県内 ３９８ ５％ ３５％ １１４ ２％ ３９％ ３４９％
岡山県内 ２６３ ６％ ４１％ １７５ １％ ４７％ １５０％
広島県内 ５２５ ４％ ２４％ ４１４ １％ ７３％ １２７％
山口県内 ４４２ ６％ ５３％ １４８ ４％ ７８％ ２９９％
徳島県内 ４６９ ２％ ５７％ １８２ ０％ ９４％ ２５８％
香川県内 ３８３ ４％ ３８％ ９６ ０％ ７６％ ３９９％
愛媛県内 ４２８ ３％ ４１％ ２６７ １％ ７６％ １６０％
高知県内 ３４９ ６％ ４４％ １０２ １％ ４９％ ３４２％
福岡県内 ８７５ ４％ ４０％ ３０７ ７％ ６１％ ２８５％
佐賀県内 ２８２ ２％ ６２％ ８５ １％ ７５％ ３３２％
長崎県内 １６７ ４％ ６５％ １１１ ０％ ８％ １５０％
熊本県内 ５１９ １％ ５７％ ２８０ ０％ ８０％ １８５％
大分県内 ４６８ ３％ ５７％ １３７ ０％ ６９％ ３４２％
宮崎県内 ３６０ ３％ ５１％ １６７ ２％ ７１％ ２１６％
鹿児島県内 ４３７ ３％ ７３％ ４０１ ０％ ７６％ １０９％
沖縄県内 ２２９ １％ ６９％ １５１ ０％ ６９％ １５２％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。
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県域 出資額 補助金合計 貸付金合計 損失補償債務残高
北海道内 ９３０，７３６ １１，４７１ ３８，７４６，１４２ ４６，２２３，６４７
青森県内 １８５，０００ ５０，０００ ５６３，５８４ ２０，２２２，８８８
岩手県内 １３１，０００ １５３，４２２ ５，４８２，２８８ １，６８５，４７７
宮城県内 ２０５，０００ １１０，７５２ １６，９２５，３３４ ０
秋田県内 ２７６，８００ ２４，８９６ ３，８４７，９７６ ３，５３５，３４９
山形県内 ２０１，５００ ２１，４６４ ４，０７７，２４８ ５１，７２１，５４０
福島県内 ３６１，４６０ ３２６，６０３ ２，８０６，４８９ ４，８５５，５００
茨城県内 ２８０，０００ ０ ２，３６９，７４６ ５，２５０，０００
栃木県内 ９２，４００ ９１，４５４ ２，１０７，１７７ ３３，０００，０００
群馬県内 ３４８，５００ ８３，７４９ ６，０７４，６９８ １６，７９５，０９１
埼玉県内 ４５４，６１０ １，２７０，３０８ ３１，３８５，６４４ ０
千葉県内 ２４３，５００ １８６，０９９ １２，８４０，０２７ ４７，６８４，４５５
東京都内 ３８５，５００ ６４９，９０８ ７５，４４９，６９６ ７６，１８４，０５５
神奈川県内 ２６８，５００ ４８７，２１４ ４１，２６０，３９５ ５８２，５２８，０８５
新潟県内 ２１０，０５０ １９１，６８０ ２２，４８４，０９１ ６，３２５，９８６
富山県内 ８２，０００ ６０，６８９ ９，２０７，５０７ ０
石川県内 １５８，０００ ２，４１８ ２，４６６，０１２ ３，６００，０００
福井県内 １１７，０００ ０ １０，１７０，４７９ ９４７，９８７
山梨県内 ７３，０００ ２４８，２５６ ４，２８５，３１９ ３，６３６，６７５
長野県内 ３８７，４２３ ４３，６５０ ２９，２５３，１９０ ６２，８１５，７０８
岐阜県内 ３１３，５００ １９，８２７ １１，２６２，７８６ １７６，３９１，７８８
静岡県内 ２０５，０００ １０５，１８９ １４，２２９，３７２ ５６，１６０，１９３
愛知県内 ５２５，８７４ ５６，６１５ ３３，６８６，４２９ ６４，４２３，０００
三重県内 ２１６，７００ ２８７，６０４ １６，３７４，９０８ ６３，５１５，５６３
滋賀県内 １３５，６７０ ２９，７１２ ２３，８１２，８０９ ３，０００，０００
京都府内 １１８，１５０ ３，５７２ １３，６０３，１５２ １２，２００，５３０
大阪府内 ２６０，０００ ９，３３４ ８０，６３１，５５６ ２６，６９９，０００
兵庫県内 ３６９，８００ ６０，５１５ ８７，５２３，８９９ ０
奈良県内 １９２，０００ ３７，４３９ １６，９５２，６８６ ４６，０６４，０００
和歌山県内 ２４５，０００ ３１，１１４ ２１，２６０，３８０ １，５００，０００
鳥取県内 １０１，０００ ３８，５７９ １，６０８，６１５ ３０，９２３
島根県内 １７１，５００ ４７，２３６ ６，４６８，６６０ ２７，５２１，６５７
岡山県内 ３４３，５００ １１，７８０ ８，３５３，０８６ ５，８７２，０８６
広島県内 ２１２，１００ １３４，１４３ ６，６５２，８６４ ２０，１６２，９３１
山口県内 ３０９，０００ ２０５，１８１ ４，３７３，８７０ ８，７７４，４８５
徳島県内 １４７，７８９ １０，７２６ ２，０９０，０８６ ２１，９１３，７８４
香川県内 ２０９，０００ ４０，１７１ １８，０３３，８８５ ４３，３４３，２０２
愛媛県内 ２４０，０００ ９７，７０５ ５，７９０，２６２ ４，８００，０００
高知県内 ２３５，４８０ １７，６１５ １，３５０，４１９ １４，５０２，８４３
福岡県内 ５１６，０００ ４９，７７０ １３，３７２，７７０ ２９，０７８，９０５
佐賀県内 １４３，０００ １９，５５６ ４，４５６，８３１ ３６，４３９，７１７
長崎県内 ２１８，８７０ １４，０７０ １９，７７７，６５３ ５，５３４，０００
熊本県内 ２８１，０００ １４，６５７ ８，９０９，８４２ ３，４２０，０００
大分県内 ２５２，１０９ ５１，９９４ ７，０３３，８６２ ８，４４９，６６３
宮崎県内 １４６，０００ ３１，６２６ ９，８２７，１１８ ２０，３４６，４２１
鹿児島県内 ２９５，０６９ ３６，７０２ ６，１５１，４４１ ５，６４９，０３３
沖縄県内 ３５５，７９１ ４，１８７ ２１，０６５，８４７ ３，０００，０００

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。

表４ 土地開発公社の出資，補助金，貸付金，債務保証債務残高（２００２年度）（単位：千円）
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表５から，土地開発公社の評価・監査体制を

見てみよう。評価委員会は整備されていない公

社がまだまだ多い。進んでいるのは，佐賀であ

り，２２％である。また，整備されている公社に

おいて民間委員を活用している公社は，２極化

している。外部監査もあまり進んでいない。ま

た，情報公開もネットでの公開も，かなり遅れ

ているといえる。

Ⅱ－２．不良資産額の推計と財政運営への影響

これまで，土地開発公社の財務内容や，組織

構成，補助金や保証の流れ，監視体制を見てき

た。どのような体制にあるのかは明らかとなっ

たが，公社が抱える問題点を把握するという意

味での公社の実態は，このデータからでは十分

ではない。

バブル期に購入され現在も「塩漬け」にされ

ている土地の時価は，簿価よりもはるかに低く，

土地購入のために公社が借り入れた資金を返す

だけの資産は，公社には残っていないのが現状

である。この資産と負債の差額は，住民の負担

につながる「公的不良資産」と言えるであろう。

本来，公社は，母体である地方自治体に土地

を事後的に購入してもらうことを前提に土地購

入を行っているため，そのための借入金には，

自治体の債務保証が課されている。土地開発公

社は，自治体の信用を背景に資金を借り土地購

入を進めてきた。地価が右肩上がりであれば，

「資産」としての価値は存在し，たとえその土

地が有効に活用できなくとも売却が可能である

限り，自治体運営に問題は生じない。しかしな

がら，バブルがはじけ地価が下落すれば，その

土地は「公的不良資産」となり，自治体運営を

制約し，住民がそのつけを支払う事になる。近

年，地価のさらなる下落が続き，「塩漬け」土

地の負担が拡大しており，一般的に土地開発公

社の借金によって，母体である自治体の財政が

破たんしかねない状態にある。

これらの問題を建設的に議論し，今後の財政

運営に役立てていくためには，議論の出発点と

して，まず日本全国の公的不良資産額の実態と

動向を把握すること，また，この問題を引き起

こした制度的要因を客観的に解明し，この問題

を二度と引き起こさないための制度作りを行う

事が必要である。土地開発公社の問題に関して

は，事例紹介を中心に，制度が内包する欠陥に

ついて，いくつかの指摘がなされてきた。（例

えば，山本（１９９９）および森（２００１）参照。）

しかしながら，個別の事例から問題点を見極め

る事が重要である一方で，それらが日本全体で

自治体運営にどのような影響を及ぼしているの

か，また将来にわたってどのような影響を及ぼ

すのかを把握する事も重要である。

これらの問題を分析した研究としては，県別

の不良資産を推計した赤井（２００２），都市別の

傾向を分析した金坂・赤井（２００５），データを

更新し，近年の傾向とその要因を分析した赤井

・金坂（２００４a，２００４b）などがある。以下では，

最新のデータを分析している赤井・金坂（２００４

a）に基づき，不良資産額と財政運営に与える

影響を紹介する。

赤井・金坂（２００４a）では，公表されている

データより，各自治体における不良資産の処理

がどのように進んでいるのかを，２０００年度末の

データと２００１年度末のデータを用いて，不良資

産額の変化から考察している。また，不良資産

の実額だけではなく，公社がその母体である自

治体財政に及ぼす影響の変化も考察している。

まず，簿価に占める金利の割合と変化を見た

ものが，図４（金利負担額の変化率（金利負担

変化額／２０００年度金利負担額）「右軸」，簿価に

対する金利割合の変化は「左軸」）である。北

海道や山口では，簿価のうち３０％を越える部分

が金利であり，取得価値は７０％以下であること

がわかる。全国で見ても１０－１５％ほどが金利で

占められていることがわかる。また変化率に関

しては，マイナスであれば，確実に処理を進め，

プラスであれば，処理が遅れて，２０００年度以上

の金利負担が土地開発公社にのしかかっている

ことになる。また，この率は，比較可能なよう

に金利負担額で基準化した率であり，この率が

大きいほど，相対的に処理が進んだ，もしくは

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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評価委員会 外部監査 情報公開

県域
委員会
あり率

（評価委員
会開催がか
つてない＋
委 員 会 な
し）／全体

委員会が開
催されてい
る団体にお
ける平均頻
度：年

委員会が開
催されてい
る団体にお
ける平均民
間率

外部監査
あり率

（外部監査
がかつてな
い）／全体数

監査がなさ
れる団体に
おける平均
頻度：年

情報公開の
状況（当該
法人による
公開団体数
の割合）

うちネット
で公開団体
数の割合

北海道内 ４％ ９４％ ２．１ ３２％ ４％ ５３％ １．８ １２％ ６％

青森県内 ６％ ９４％ ７．０ ５０％ ６％ ５９％ １．０ ６％ ３％

岩手県内 １２％ ８８％ ２．０ ５０％ ６％ ５３％ １．３ ６％ ０％

宮城県内 ６％ ８８％ ３．０ ０％ ６％ ７１％ ２．２ ６％ ０％

秋田県内 １４％ ８６％ １．０ ０％ ５７％ ３６％ １．２ ２１％ ７％

山形県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ３％ ３９％ １．３ １５％ ３％

福島県内 ９％ ９１％ １．０ ０％ ２７％ ８２％ ５．５ １８％ ０％

茨城県内 ２％ ９８％ １．０ ２５％ ４％ ６２％ １．３ ７％ ０％

栃木県内 １４％ ８６％ ７．５ ５０％ １４％ ３６％ ３．３ １４％ ７％

群馬県内 ３％ ９７％ １．０ ７３％ ３％ ５０％ １．７ ５％ ５％

埼玉県内 ３％ ９７％ １．０ １００％ ６％ ６９％ ２．８ ２０％ ３％

千葉県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ９％ ５９％ ３．４ ９％ ５％

東京都内 １０％ ９０％ １．０ ４０％ １４％ ３３％ ２．２ １４％ １０％

神奈川県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １９％ ２５％ ２．７ ３％ １１％

新潟県内 １５％ ８５％ １．７ ４％ ５％ ６０％ １．１ ５％ １０％

富山県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １４％ ５７％ ２．３ ７％ ７％

石川県内 ５％ ９５％ １３．０ ０％ １８％ ３２％ １．２ ５％ ０％

福井県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ９％ ３６％ １．０ ０％ ９％

山梨県内 １３％ ８８％ １．０ ０％ １３％ ５０％ １．３ ０％ １３％

長野県内 ４％ ９６％ １．７ １６％ １１％ ２７％ １．１ １６％ ５％

岐阜県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ８％ ２７％ １．１ ０％ １１％

静岡県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １６％ ４４％ １．８ ２８％ ４％

愛知県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １５％ ４５％ ２．０ ３０％ １２％

三重県内 ９％ ９１％ １．０ ６１％ １７％ ４３％ １．０ ２２％ ４％

滋賀県内 ２０％ ９０％ １．０ ５０％ ２０％ ３０％ １．０ １０％ ０％

京都府内 ０％ ９２％ １．０ ３０％ ８％ ３３％ ２．６ ０％ ０％

大阪府内 １０％ ９０％ １．０ ０％ ２０％ ５３％ ３．６ １８％ １３％

兵庫県内 ８％ ８８％ １．０ １００％ １２％ １６％ ２．４ １２％ １２％

奈良県内 ３％ ９７％ １．０ ０％ ８％ ５７％ １．０ １４％ ０％

和歌山県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ６％ ４７％ １．１ １６％ ３％

鳥取県内 ４％ ９６％ ２．０ ０％ ４％ ２２％ １．６ ０％ ４％

島根県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ５％ ４６％ １．７ ５％ ０％

岡山県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １２％ ５０％ １．４ １５％ １２％

広島県内 ２％ ９８％ ３．０ ０％ ７％ ５９％ ２．３ ５％ ２％

山口県内 ２％ ９８％ １．０ ５０％ ５％ ４８％ １．５ ２％ ０％

徳島県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ０％ ３１％ １．３ ３％ ０％

香川県内 ６％ ９４％ １．０ ２５％ ９％ ５３％ １．０ ６％ ６％

愛媛県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ６％ ５１％ １．４ ２０％ ６％

表５ 土地開発公社の評価・監査体制

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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遅れたことを示している。県域間で金利負担部

分の増加，減少はばらついており，県域別の傾

向は見られない。

たとえ，（金利の支払いを上回るペースで）

不良資産の処理を進め，保有資産額を減らした

としても，それを上回るペースで地価の下落が

続けば，結果としての不良資産額は増加する事

になる。２時点における地価下落の影響を県域

別に見たものが，図５である。全体的に地価の

下落を反映し，地価の下落による減価率が拡大

していることが分かる。また，いくつかの地方

部で，その下落が大きい。これは，不良資産の

処理を遅らせる原因となる。

結果として，不良資産額（資産保有額（簿価）

―時価）は，金利による支払いの増加による効

果と，地価下落による効果の両方の影響を受け

る。これら両者の効果の合計を表したものが図

６である。都市部での金利の負担が大きいため，

その効果で相殺され，地域間では，地価下落ほ

どの差は無いものの，未だ，地方部での下落率

が大きい。

これらを総合して，県域別に，２０００年度末と

２００１年度末の不良資産額と変化率を見たものが

図７である。大阪，神奈川で３０００億円を越えて

高知県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ １８％ ３０％ １．４ ９％ ３％

福岡県内 ７％ ９３％ １．０ ２０％ １５％ ５３％ １．１ ２１％ ４％

佐賀県内 ４％ ９６％ ３．０ ０％ ８％ ３３％ １．３ １３％ ０％

長崎県内 ２２％ ７８％ １．０ １００％ ３３％ ３３％ ２．０ ０％ ０％

熊本県内 ０％ ９８％ ５．０ ０％ ２％ ５０％ １．０ ８％ ２％

大分県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ７％ ３６％ １．１ ５％ ２％

宮崎県内 ７％ ９３％ １．０ ７１％ ２０％ ３０％ １．４ ３％ ０％

鹿児島県内 １１％ ８９％ １．０ １７％ １６％ ３２％ １．０ ２１％ ０％

沖縄県内 ０％ １００％ ０．０ ０％ ４２％ ６７％ ２．３ １７％ ０％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。

図４ 金利負担額の変化率（金利負担変化額／２０００年度金利負担額）「右軸」：簿価における金利の影響（％）
（県＋政令市＋市）「左軸」

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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いることが分かる。また，２０００年度末から２００１

年度末の変化率を見ると，表１では，土地の処

理が進んでいるように見えたものの，この結果

から，２／３以上の県域では，未だ不良資産が

増加しており，不良資産の処理が進んでいない

現状が明らかとなっている。この背景には，処

理を上回るスピードでの金利負担の増加及び地

価下落が生じていることがある。ただ，不良資

産額が大きい大都市を含む県域では，その増加

率は相対的に小さく，または減少しており，不

図５ 地価下落の影響（％）（県＋政令市＋市）

（注）２０００年度末の佐賀県域は，バブル期に土地を購入していないため，逆に保有土地が値上がりしている。

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

図６ 総合的減価率（金利負担分＋地価下落分）（県＋政令市＋市）

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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良資産を減らす努力を行っていることが読み取

れる。

また，これらの不良資産の財政への影響，処

理努力の程度を客観的に評価するためには，母

体自治体の財政規模を考慮に入れる必要がある。

その観点から，財政規模を考慮して，図８より，

県域別で財政運営への影響（金利＋地価）およ

び変化をみると，埼玉，千葉，神奈川，東京，

大阪など比較的不良資産が大きい県域で処理が

進んでいることが分かり，逆に東北・四国・九

図７ 不良資産額（２０００年末・２００１年末）と変化率

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

図８ 財政運営への影響（県＋政令市＋市）

（出所）『平成１５年度土地開発公社事業実績調査結果概要』総務省（２００４b）より筆者作成。

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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州などの比較的不良資産が小さい地域で処理が

進んでいないことが分かった。これはすなわち，

危機的状況にある自治体では，処理に向けた試

みが行われたが，危機的状況にない自治体では，

問題が先送りされている現状が明らかとなった。

ただし，不良資産の規模が相対的に大きい自治

体では，売却可能な土地が残されていたために

処理が進んだ可能性も否定できない。

総務省の調査結果から保有土地や保有面積を

見る限り，不良資産の処理は進んでいるように

思われたものの，推計した不良資産額は，むし

ろ増加している地域が多い事が明らかになった。

この背景には，処理された土地は近年購入した

ものが多く，地価下落と金利負担によって不良

資産を膨らませている「塩漬け」土地の処理は

ほとんど進んでいないことがある。

Ⅱ－３．土地開発公社の不良資産変化の要因と

改善に向けた方策８）

Ⅱ－３－１．不良資産変化の要因分解

前節では不良資産額を推計し，２年度間の変

化の動向を見てきた。すでに述べたように，不

良資産額の変化は，以下の３つの要因によって

決定される。

（１） 地価の下落によるもの（外生的要因）

（２） 処理の遅れ＝金利支払いの増加（内生的

要因）

（３） 母体自治体による土地の購入（民間への

土地売却を含む）（内生的要因）

以下では，不良資産の変化額をこれら３つの

要因に分解する９）。

県域別に不良資産の変化額およびその要因を

分解したものが図９である。不良資産の変化額

（折れ線グラフ）では，埼玉，千葉，東京，大

阪などで大きくその不良資産額を減らしている

ことが分かる。また，経営改善努力（土地処理

８）本節の内容は，赤井・金坂（２００４a，２００４b）に基づいている。

図９ 要因分解（実額）

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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＋金利減少の効果）は，地域間で差異が見られ，

それが不良資産額の変化に繋がっていることが

わかる。大阪が多く，続いて，埼玉，千葉が多

い。例えば，大阪と兵庫では，同額程度の地価

下落の影響が見られるが，大阪府が保有土地の

処理およびそれに伴う金利負担の低下が見られ

るのに対し，兵庫では，それらの努力がなく，

結果として大阪の不良資産は，２０５億の減少に

対し，兵庫は，１６７億の増加となっている。

ただし，県域毎に規模が異なるため，この大

きさで，それぞれの要因の程度を比較すること

は困難である。そこで，規模を考慮するために，

その不良資産の変化額を２０００年度末の保有土地

金額（簿価）で割って基準化したものが，図１０

である。変化額の大きさ（折れ線グラフ）は，

規模を考慮しない場合と比べて大きく変わり，

栃木，和歌山，鹿児島などで増加していること

が分かる。土地処理努力の程度（相対比率）を

見ると，千葉，滋賀，沖縄で４％を超えており，

努力が見られる。土地処理努力が相対的に大き

い県域において，その努力が不良資産の減少に

つながっていることが分る。一方で，土地処理

努力の小さい県域では，地価下落効果を埋め合

わせることが出来ず，結果として不良資産の拡

大に陥っていることが分る。（たとえば三重県

域では，土地の処理は進めているものの，地価

下落によって不良資産の増加に陥っていること

が分る。）

Ⅱ－３－２．不良資産変化の要因分析

不良資産額の動向（増加）の主な要因として

は，地価の下落というほぼ全ての自治体が直面

９）具体的には，以下の手順で要因を分解した。まず，２０００年度からの地価の下落による変化分を導出するた
めに，２０００年度に保有していた土地を２００１年度末時点でも全て保有していたと仮定した場合における不良資
産額を計算し，その額と２０００年度末との差額を，土地下落による効果と判断した。もちろん，実際には，土
地は処理されている部分があるので，実際の不良資産額（２００１年度）とは乖離する。したがって，実際の不
良資産額（２００１年度）とここで推計された２００１年度末の不良資産額との差額は，土地の処理によるものと判
断できる。実際の金利変化分は実額が得られるので，それを省いた部分を，土地の処理額と判断した。

図１０ 要因分解（／２０００年度末保有簿価）

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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している外生的な要因に加えて，それぞれの公

社保有土地の内容や，母体自治体の財政事情な

どの内生的な要因が考えられる。赤井・金坂

（２００４b）では，都市別不良資産額の変化を被説

明変数にした実証分析により，

① 地価の下落が，不良資産の拡大に正の影

響を与えたこと

② 保有資産の内容（長期保有土地）が処理

を阻害していること

③ 財政的に豊かな自治体は不良資産処理が

進んでいるが，逆に豊かでない自治体は問

題を先送りしている可能性があること

④ 総務省（２００１）による経営健全化団体の

指定は有効に機能していること

を導出している。

Ⅱ－４．土地開発公社の改善に向けた試み

近年，不良資産がもたらす危機的事態を把握

した総務省は，以下の措置を講じ，土地開発公

社の業務運営の適正化を図るため，不良資産の

縮小を促している。

・２０００年４月２１日 適正化に向けた公拡法の改

正

４月２１日に「公有地の拡大の推進に関する法

律の施行について（土地開発公社関係）」の改

正について」（自治大臣官房総務審議官・建設

省建設経済局長通知）において，１）保有期間が

１０年を超えた土地の用途・処分方針を平成１３年

度中に再検討すること，２）土地開発公社が保有

する代替地の活用を図ること，３）民間借入金に

ついて金利等の借り入れ条件の改善に努力する

こと，４）土地開発公社の積極的な情報公開が図

られるよう努力すること等を地方公共団体に通

知している。

・２０００年７月２８日 総務省通達 土地の処分に

特別交付税を措置

２０００年７月に「土地開発公社経営健全化対策」

を作成し，２００１年６月３０日までに総務大臣また

は各都道府県知事が「土地開発公社経営健全化

団体」を指定した１０）（総務省（２００１））。２００５年

までに標準財政規模に対する土地の簿価総額

を，０．２５以下（５年超のものは０．１以下）にす

ることなどを条件に，特別交付税の措置を行っ

ている。平成１３年度において７３団体が指定され

ている。しかしながら，この制度には，特別交

付税措置がある反面，計画に基づき短期的に土

地開発公社の保有土地の処理をしなければなら

ず，自治体の苦しい財政運営をさらに圧迫する

ことにもなるため，健全化団体に指定されるか

どうかが各自治体の選択性である限り，全ての

自治体がこの制度を利用するとは限らない。実

際，健全化団体に指定された団体は，全国１５９４

公社のうち，７３地方公共団体の出資する７１公社

であり，その公社が保有する「塩漬け」土地は，

全国の土地開発公社の保有する「塩漬け」土地

の２２％にすぎない１１）。

・２００４年 総務省通達 土地の処分への特別交

付税，地方債措置

この状況を踏まえ，総務省は，２００４年１２月に，

『土地開発公社経営健全化対策』総務省（２００４b）

を交付した。この対策の，経営健全化の期間は，

原則として，平成１７年度から平成２１年度まで（平

成１８年度からの取組も認める。）であり，公社

経営健全化計画の内容は，以下の４つである。

１）経営健全化の期間と基本方針

２）経営健全化計画実施のための体制，各年

度の用地取得・処分・保有計画，債務保

証等対象土地の詳細処分計画，その他経

営健全化のための具体的措置

３）設立・出資団体の支援措置と用地取得依

頼手続等の改善

４）達成すべき経営指標の目標値

これらの計画を策定する対象団体として，以

下の３種の団体を指定している。

１０）２０００年１０月にこの団体として指定された川崎市と福岡県新宮町の健全化対策の詳細は，地方財務協会「地
方財務」２００１年２月号の「再検証！土地開発公社」において紹介されている。

１１）したがって，この制度だけで，公的な不良資産問題が解決できるわけではない。

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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○第一種公社経営健全化団体

平成１５年度末（又は平成１６年度末）で，保有

土地の状況が次のいずれかに該当する土地開発

公社の設立・出資団体

１）設立・出資団体の債務保証・損失補償を

付した借入金によって取得された土地（債

務保証等対象土地）の簿価総額を標準財

政規模で除した数値が０．５以上

２）保有期間が５年以上である債務保証等対

象土地の簿価総額を標準財政規模で除し

た数値が０．２以上

○第二種公社経営健全化団体（第一種公社経営

健全化団体を除く）

平成１５年度末（又は平成１６年度末）で，保有

土地の状況が次のいずれかに該当する土地開発

公社の設立・出資団体

１）設立・出資団体の債務保証・損失補償を

付した借入金によって取得された土地（債

務保証等対象土地）の簿価総額を標準財

政規模で除した数値がおおむね０．２５以上

２）保有期間が５年以上である債務保証等対

象土地の簿価総額を標準財政規模で除し

た数値がおおむね０．１以上

○第三種公社経営健全化団体（第一種公社経営

健全化団体及び第二種公社経営健全化団体を

除く）

次のいずれかに該当する土地開発公社の設立

・出資団体

・設立・出資団体による遊休保有土地の取得及

び用途の変更等により，当該土地の有効利用

を図ろうとする土地開発公社

・供用済土地，土地売却未収金又は５年以上保

有土地を有する土地開発公社

総務省（２００４b）では，健全化の目標（経営

健全化の期間満了時に達成すべき経営指標の目

標値）として，次の全てを達成することを掲げ

ている１２）。

１）平成２１年度（又は平成２２年度）までに，

設立・出資団体の債務保証・損失補償を

付した借入金によって取得された土地の

簿価総額を標準財政規模で除した数値を

０．２５以下とすること（第三種経営健全化

公社にあっては，設立・出資団体が定め

る目標値を達成すること）

２）平成２１年度（又は平成２２年度）までに，

設立・出資団体の債務保証・損失補償を

付した借入金によって取得された土地で

あって，保有期間が５年以上であるもの

の簿価総額を標準財政規模で除した数値

を０．１以下とすること（第三種経営健全化

公社にあっては，設立・出資団体が定め

る目標値を達成すること）

３）計画策定後可及的速やかに，供用済土地

及び設立・出資団体への土地売却未収金

を解消すること

４）平成２１年度（又は平成２２年度）までに，

用途が明確でない土地を解消すること

さらにこの目標を達成するインセンティブと

して，以下の二つの措置がとられている。

１ 地方債措置

（１） 供用済土地の再取得に係る地方債措置

供用済土地を再取得する場合，原則として庁

舎用地を除き一般単独事業債・一般事業（その

他（その他））等による起債対象とすることが

できる。

（２） 有効利用を目的とした土地の取得に係る

地方債措置

民間事業者への貸付により有効利用を図るこ

１２）ただし，１）又は２）の達成が困難な場合には，これらに代えて以下の１）又は２）を達成することとしている。
１）平成２１年度（又は平成２２年度）までに，設立・出資団体の債務保証・損失補償を付した借入金によっ
て取得された土地の簿価総額を標準財政規模で除した数値を平成１５年度末（又は平成１６年度末）の数
値から０．２５以上低下させること

２）平成２１年度（又は平成２２年度）までに，設立・出資団体の債務保証・損失補償を付した借入金によっ
て取得された土地であって，保有期間が５年以上であるものの簿価総額を標準財政規模で除した数値
を平成１５年度末（又は平成１６年度末）の数値から０．１以上低下させること

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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とを目的として，債務保証等対象土地を取得す

る場合であって，当該貸付が一定の要件を満た

すときは，一般単独事業債・一般事業（その他

（その他））による起債対象とすることができる。

（３） 公共用地先行取得等事業債の弾力運用

（第一種公社経営健全化団体又は第二種公

社経営健全化団体のみ対象）

債務保証等対象土地を再取得する場合，起債

許可申請年度以降１０年度以内に事業の用に供す

るものには，土地開発公社取得後２年度以上経

過した用地についても，公共用地先行取得等事

業による起債対象とすることができる。

（４） 土地開発公社への無利子貸付に係る地方

債措置（第一種公社経営健全化団体又は第

二種公社経営健全化団体のみ対象）

無利子貸付に係る貸付金を一般単独事業債・

一般事業（貸付金）による起債対象とすること

ができる。

２ 特別交付税措置（第一種公社経営健全化団

体のみ対象）

（１） 公共用地先行取得等事業債の弾力運用に

係る地方債の利子支払額の１／２に相当す

る額（上限２％）

（２） 債務保証等対象土地に係る資金について

利子補給する場合，利子補給に要した費用

の１／４に相当する額（上限１％）

（３） 無利子貸付に係る資金調達に係る利子の

１／４に相当する額（上限１％）

また，前節でみたような非効率な土地利用が

なされた背景には，実態を適確に表さない不透

明な会計制度があったと言われており，この状

況を踏まえ，総務省は，２００５年１月に，『土地

開発公社経理基準要綱の改正について（概要）』

総務省（２００５）を公表し，４月から実態に即し

た会計情報の提供を行うことになっている。資

産評価の見直しの詳細は以下のようである。こ

れまで，原価法がとられていた公有地先行取得

事業の一部を評価替の対象としたほか，土地造

成事業はすべてを評価替の対象とし，時価評価

を基準としている。これまでの資産評価基準に

比べ，より正確に保有土地の実質価値が示され

るようになり，有効利用や問題の解決に向けた

議論が活発になされるようになると思われる。

ただし，再取得が見込まれる代替地や公有土地

は，未だ原価法で評価されることになっている。

土地開発公社から見れば，地方自治体が買い取

るため，問題はないと言う論理は理解ができる

が，その土地に対する地方自治体での利用計画

があいまいな状態では，実質的には地方自治体

の負担になることは明らかであり，その地方自

治体が抱える問題を明らかにするためにも，原

価と時価の差額を，別記することは有益である

と思われる。

Ⅲ．住宅供給公社の実態と課題

Ⅲ－１．住宅供給公社の経緯と実態

Ⅲ－１－１．住宅供給公社の経緯

わが国の住宅供給主体の設立の動きは古くは

大正時代の住宅組合制度までさかのぼるといわ

れている。戦後においても，住宅金融公庫の設

立（昭和２５年）による個人に対する住宅資金の

提供や地方公共団体が設立した団体による分譲

住宅・賃貸住宅の供給など，住宅政策に力が入

れられてきた。しかし，戦後の国民生活の向上

に伴い，持ち家を取得することを希望する人々

が富に増大し，宅地価格が上昇するなかで勤労

者が住宅を取得することが次第に困難になって

いった。こうした中で，都道府県などにおいて

は，住宅金融公庫の融資を機軸として賃貸住宅，

分譲住宅，宅地造成などの住宅建設事業を地域

の実情に応じて決め細やかに行う必要があった

ため，住宅協会の設立が進められていた。（礒

崎（１９９７））

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題

－９６－



こうした協会・公社を民法法人から特別法人

に組織変更を行い，公的性格を与えて機能を強

化するとともに，居住環境の良好な集団住宅お

よびその宅地を供給させることが必要であった。

住宅供給公社は，国及び地方公共団体の住宅

政策の一翼を担う公的住宅供給主体としての役

割を果たすために，地方住宅供給公社法（昭和

４０年６月公布・施行）１３）に基づき設立された法

人である。

地方住宅供給公社は，住宅の不足の著しい地

域において，住宅を必要とする勤労者の資金を

受け入れ，これをその他の資金とあわせて活用

して，これらの者に居住環境の良好な集団住宅

及びその用に供する宅地を供給し，もつて住民

の生活の安定と社会福祉の増進に寄与すること

を目的として設立されている。

図１１が，その年別設立数と現存数を示したも

のである。１９６５年にほとんどが設立されている

ことがわかる。現在，４７都道府県及び公社法施

行令で指定した１０市１４）において，５７公社が設立

１３）地方住宅供給公社法（昭和４０年６月）http : //www.houko.com/００/０１/S４０/１２４.HTM

表６ 資産評価の見直し（要綱第２５条）

評 価

現行 新要綱（案）

公
有
地
先
行
取
得
事
業

公有用地等
（下記を除く）

原価法 原価法

代替地

取得原価相当による再取
得等が見込まれるもの

原価法 原価法

上記以外 原価法 評価替の対象

特定土地 原価法 評価替の対象

枠組み 評 価

現行 新要綱（案） 現行 新要綱（案）

土
地
造
成
事
業

完成土地
完成土地等

評価替の対象 評価替の対象

未成土地
原価法 評価替の対象

開発中土地 原価法 評価替の対象

（注）特定土地：法第１７条第１項第１号の規定により公社が取得した土地のうち，地方公共
団体等により再取得される見込みがなくなった土地をいう。

完成土地等：土地造成事業に係る土地で，次に掲げるものをいう。
イ 販売可能な状態にある土地
ロ 当該土地に係る開発計画が次のような状態にある土地
１ 開発工事の着工予定時からおおむね５年を経過しても開発用の土
地等の買収が完了していない状態
２ 開発用の土地等の買収が完了した後おおむね５年を経過しても開
発工事に着手していない状態
３ 開発工事に着手後中断しその後おおむね２年を経過している状態

開発中土地：土地造成事業に係る土地で上記以外のものをいう
代替地：法第１７条第１項に掲げる事業により取得される土地の所有者等に対して，そ

の土地に代わる土地として譲渡するために公社が取得した土地をいう。
（出所）『土地開発公社経理基準要綱の改正について（概要）』総務省（２００５）
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されている。

また，赤川（２００４）によれば，「公社全体の

業務実績（２００２年度末）は，分譲住宅５６万６０００

戸，賃貸住宅１７万９０００戸，合計７４万５０００戸。管

理戸数は１３１万２０００戸。特に公営住宅の管理戸

数は，８０万７０００戸と全国（２０８万７０００戸）の４

割のシェアを持つ。一方，総資産合計（同年度

末現在）は，３兆４２８３億円，借入総額２兆６５６２

億円。賃貸住宅が１兆９６７５億円と資産の半分以

上を占める。分譲事業資産が４３５５億円，事業用

土地資産が３２９０億円」ある。

Ⅲ－１－２．住宅供給公社の概要：資産・負債

・正味財産

表７から，住宅供給公社の概要：資産・負債

・正味財産を見てみよう。経常利益で見ると，５７

公社のうち，３７公社がフローで赤字であり，経

営の厳しさがわかる。また，実態を表すと言わ

れる特定準備金計上前損益で見ても，違いはあ

るが，赤字が多いことに変化はない。しかしな

がら，ストックで見れば，４公社を除いてすべ

ての公社で黒字である。（このデータは２００２年

度末であるが，２００３年度末のデータでは７公社

が債務超過となっている。）したがって，この

データを見る限り，公社は健全であるとみなさ

れるが，これは会計上，資産価値を，将来の利

用収入から来る収益価値や，売却収入ではなく，

建設時の簿価で計測しているためであり，実態

を踏まえているとはいえない。２００２年度決算よ

り，販売用不動産に関して著しい（３０－５０％が

目安）下落があった場合には，時価評価する会

計基準が導入されたが，事業用・賃貸用資産に

関しては，導入されておらず，（２００５年度より

導入予定），実態を表しているとはいえないで

あろう。また，この会計基準も全国住宅供給公

社等連合会で検討されたものであり，義務的な

１４）公社法施行令第一条 地方住宅供給公社法第八条の政令で指定する人口五十万以上の市は，大阪市，名古
屋市，京都市，横浜市，神戸市，北九州市，札幌市，川崎市，福岡市，広島市，仙台市，千葉市及び堺市と
する。

図１１ 住宅供給公社年別設立数

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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表７ 住宅供給公社の概要：資産・負債・正味財産（２００２年度）
（単位：百万円）

法人名 経常利益 当期利益 特定準備金計上前損益 資産合計 負債合計 資本合計又は正味財産

北海道住宅供給公社 －９９９ －５５，８０４ －５５，８０４ ７３，１３０ １３９，１０６ －６５，９７６

青森県住宅供給公社 ２３４ －１３０ ６５ １１，６８５ ３，０７６ ８，６０９

岩手県住宅供給公社 －０ ５６ －１ １３，２８４ １１，７７６ １，５０９

宮城県住宅供給公社 ２０４ ８２ １９７ ３７，３９４ ３７，０６４ ３３０

秋田県住宅供給公社 －７５ －７５ －７５ ６，２８３ ６，２５８ ２５

山形県住宅供給公社 １ ０ ０ ８，７４４ ８，６０９ １３５

福島県住宅供給公社 １８６ １８ １８９ ９，５５２ ９，０４９ ５０３

茨城県住宅供給公社 －５６１ ０ －３，２３０ ９０，７９４ ９０，３５２ ４４２

栃木県住宅供給公社 ７０１ １８ ７０１ １１，５６５ ９，０７２ ２，４９３

群馬県住宅供給公社 －１３ －５ ６１９ １０，２７８ ８，９８３ １，２９５

埼玉県住宅供給公社 －１８９ １１９ －５，０４０ ５５，５６１ ５１，６７９ ３，８８２

千葉県住宅供給公社 －２，８６０ １１８ －３，３３１ １１１，３３５ １１０，２８８ １，０４８

千葉市住宅供給公社 －２４４ －２４４ －２４４ ５９８ １，７１９ －１，１２１

東京都住宅供給公社 １，５３２ ２，０６７ １，９５２ １，１５６，４５３ １，１２８，２８０ ２８，１７２

神奈川県住宅供給公社 －１，１７８ －７７６ －１４，２０８ ２５３，６８４ ２５３，６３５ ４８

横浜市住宅供給公社 １２２ ２８４ １２２ ４９，５６１ ４７，９３０ １，６３０

川崎市住宅供給公社 ４３７ １３４ １３４ １４，０２２ １２，４６２ １，５６０

新潟県住宅供給公社 －５０ ２８ －５０ １４，４８４ １２，７２３ １，７６０

富山県住宅供給公社 －５３ ７ －５０ ２，４８２ ２，３８６ ９６

石川県住宅供給公社 －１９ －１０ －３７ １０，５９８ １０，４０８ １８９

福井県住宅供給公社 －７１ －３５ －７１ ７，１３０ ５，９４８ １，１８２

山梨県住宅供給公社 －１７５ ４６ －１７５ １９，８５４ １９，２５９ ５９５

長野県住宅供給公社 ４００ ９４ ３８１ ４３，６０４ ４３，３２０ ２８４

岐阜県住宅供給公社 －６８０ －６９２ －９４９ ２１，１５０ ２０，９１２ ２３８

静岡県住宅供給公社 －１３０ ２４ －１３２ ４６，１６７ ４５，２１８ ９４９

愛知県住宅供給公社 －１，０８８ ６９ －１，０８７ ７９，１１２ ７８，４０６ ７０６

名古屋市住宅供給公社 ２５ ２６ ２５ ４３，１８２ ４１，８９３ １，２８９

三重県住宅供給公社 －５００ －１６８ －１，５３７ ８，９９０ ４，１３７ ４，８５４

滋賀県住宅供給公社 ３０ ２６０ ３０ ３，８４４ ２，６８０ １，１６４

京都府住宅供給公社 －８６８ １６５ －９３８ ２，４４８ １，４５４ ９９４

京都市住宅供給公社 －２３９ ３ －２３９ ３３，１８６ ３２，６４８ ５３８

大阪府住宅供給公社 －２５４ －３，７８１ １ ２８２，６３７ ２１２，２３６ ７０，４０１

大阪市住宅供給公社 －６７０ ２３ －２，３５０ １１１，８１８ １０９，６６９ ２，１４９

堺市住宅供給公社 －２０２ －２０５ － ２，４０６ ６７６ １，７３１

兵庫県住宅供給公社 －１，１４９ ２９９ －１，７８４ ２８４，８１９ ２８３，２３１ １，５８７

神戸市住宅供給公社 －８９３ ９３ －６，８５９ ８２，０９７ ７９，９１７ ２，１８０

奈良県住宅供給公社 ３３ ２８ １ ９，７５３ ７，９１５ １，８３８

和歌山県住宅供給公社 －１０５ －４６ －１０５ １，５８２ １，６３８ －５６

鳥取県住宅供給公社 －１２２ ０ －１４４ １１，９４９ １１，７４５ ２０４

島根県住宅供給公社 ２３９ ６ ２４１ １８，２０２ １７，２６０ ９４２

岡山県住宅供給公社 －６４ ２ －６４ １３，０９９ １２，１１５ ９８４

広島県住宅供給公社 ４２５ ３１６ ４２５ ３６，６４６ ３５，１８７ １，４５９

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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ものではないため，各公社がどのくらいこの基

準に準拠して財務指標を作成しているのかも不

明である。債務超過になることを恐れて，会計

基準の見直しをためらう可能性も否定できな

い１５）。

Ⅲ－１－３．住宅供給公社の役員・職員構成

表８から，住宅供給公社の役員・職員構成を

見てみよう。役員総数は，最大で岐阜の１６人で

あり，人数に地域性はないようである。また，

役員に占める公退職者や公出向者の割合は，公

出向者の割合のほうが多い公社がほとんどであ

るが，公出向者が０の公社もある。職員総数で

見ると，役員数以上にばらつきが多い。最大は，

東京都の８４５人（役員は６人）である。堺市は，

役員１１人に対し，職員は１０人と逆転している。

職員に占める公退職者の割合は，０か０に近い

が，名古屋市，大阪市では，３０％を超えている。

また，公出向者の割合は，福岡市８０％，石川県

が１００％と多い。

Ⅲ－１－４．住宅供給公社の出資，補助金，貸

付金，損失補償債務残高

表９から，住宅供給公社の出資，補助金，貸

付金，損失補償債務残高を見てみよう。出資額

は，沖縄が飛びぬけているが，続いて，千葉市

と東京都が１億円を超えている。また補助金の

合計は，東京都が飛びぬけて高く，続いて，神

奈川県が多い。貸付金は，同様に，東京都が飛

びぬけて多く，続いて，兵庫県，名古屋市が多

い。全体の傾向を見ると，貸付金で支えされて

いる公社が多いことがわかるが，補助金と貸付

金をほぼ同額受けている公社や，補助金はある

が，貸付金は０であったり，両方とも０であっ

たりする公社も存在する。損失補償債務残高１６）

は，まったく０である公社と，それ以外の公社

で２極化している。これらの合計額は自治体の

責任となるが，その額が標準財政規模に占める

割合を見ると，茨城，東京，神戸市で１０％を超

えていることがわかる。

１５）実際，２００２年度の評価替えで生じた評価損を，谷・森・河野（２００３）（「地方３公社の経営実態」日経地域
情報 No．４２９）では調査しているが，回答していない公社も多い。

１６）住宅供給公社に対しては，債務保証できないため，損失補償額を明示した。債務保証と損失補償の違いは，
出井（２００２）が詳しい。

山口県住宅供給公社 －１８２ １ －１８２ ４２，９３０ ４２，８５２ ７８

徳島県住宅供給公社 －６１ ０ －６１ ２，５７０ ２，４５６ １１３

香川県住宅供給公社 ２ ２ ２ ３，２８３ ３，１３２ １５１

愛媛県住宅供給公社 －４６ －７ －４５ １，５２９ １，４６５ ６４

高知県住宅供給公社 ７２ ４９ ５１ ８，４５０ ２，６９２ ５，７５８

福岡県住宅供給公社 －２４ －３８１ －３４０ ６８，００２ ６４，８１６ ３，１８５

北九州市住宅供給公社 ３２８ １００ ２６２ ４０，６００ ３９，０４３ １，５５８

福岡市住宅供給公社 －２９４ －６７ －６０７ １５，３９０ １３，６７２ １，７１９

佐賀県住宅供給公社 －１８６ －３６ －１８６ ８，７３０ ８，４６３ ２６７

長崎県住宅供給公社 －６９０ －３０３ －７３８ ４２，７９５ ３８，４１３ ４，３８１

熊本県住宅供給公社 ５１ ４５ －１，０９０ ２６，６３９ ２６，２５３ ３８６

大分県住宅供給公社 １９ １４ １７ ６，４１７ ６，３００ １１７

宮崎県住宅供給公社 ２ ８３ ９９ １１，６６４ ９，０３５ ２，６２９

鹿児島県住宅供給公社 －１６３ ８５ －１１５ ３２，４０４ ３１，７６９ ６３５

沖縄県住宅供給公社 －４１１ －２３０ －２３０ １０，４５４ １１，４３３ －９７９

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）および谷・森・河野（２００３）より筆者作成。

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題

－１００－



表８ 住宅供給公社の役員・職員構成（２００２年度）

法人名 役員総数
役員公退職
割合

役員公出向
割合

職員総数
職員公退職
割合

職員公出向
割合

役員／職員

北海道住宅供給公社 ８ １３％ １３％ ２７ ０％ ４％ ３０％

青森県住宅供給公社 １０ ０％ ０％ ３１ ０％ １０％ ３２％

岩手県住宅供給公社 １０ ３０％ ７０％ ５０ ２％ ６％ ２０％

宮城県住宅供給公社 １２ ２５％ ５８％ ５５ ２％ ４％ ２２％

秋田県住宅供給公社 ９ １１％ ７８％ １３ ０％ ８％ ６９％

山形県住宅供給公社 １３ ２３％ ７７％ ２３ ０％ ０％ ５７％

福島県住宅供給公社 １２ １７％ ８％ ２８ ０％ ２１％ ４３％

茨城県住宅供給公社 １１ １８％ ４５％ ４２ ０％ ２６％ ２６％

栃木県住宅供給公社 ９ ２２％ ７８％ ３０ ０％ １７％ ３０％

群馬県住宅供給公社 ９ １１％ ８９％ ３２ ０％ １３％ ２８％

埼玉県住宅供給公社 １３ １５％ ８％ ２０５ ０％ ５％ ６％

千葉県住宅供給公社 ９ ３３％ ６７％ １３５ ０％ ７％ ７％

千葉市住宅供給公社 ９ １１％ ７８％ ２７ ０％ ５９％ ３３％

東京都住宅供給公社 ６ ３３％ ３３％ ８４５ ９％ ７％ １％

神奈川県住宅供給公社 ８ ２５％ ３８％ １４５ ０％ ３％ ６％

横浜市住宅供給公社 ４ ７５％ ０％ １１０ ０％ ８％ ４％

川崎市住宅供給公社 １１ ２７％ ６４％ ３９ ８％ ５％ ２８％

新潟県住宅供給公社 ７ ２９％ ７１％ ２４ ０％ ０％ ２９％

富山県住宅供給公社 ９ ２２％ ５６％ ２３ ４％ １７％ ３９％

石川県住宅供給公社 １１ １８％ ３６％ ３２ ０％ １００％ ３４％

福井県住宅供給公社 １０ ０％ １００％ ２２ ０％ １８％ ４５％

山梨県住宅供給公社 １０ ０％ ２０％ ２９ ０％ ７％ ３４％

長野県住宅供給公社 ９ ０％ ５６％ ５５ ０％ ０％ １６％

岐阜県住宅供給公社 １６ １３％ ７５％ ３８ ０％ ８％ ４２％

静岡県住宅供給公社 ８ １３％ ６３％ ４９ ０％ ２％ １６％

愛知県住宅供給公社 １０ ４０％ ０％ １７３ ０％ １０％ ６％

名古屋市住宅供給公社 １１ ２７％ ７３％ ２５２ ３２％ ９％ ４％

三重県住宅供給公社 １０ ２０％ ７０％ １４ ０％ ７％ ７１％

滋賀県住宅供給公社 １２ ０％ ７５％ ４２ ０％ ２６％ ２９％

京都府住宅供給公社 ９ １１％ ３３％ ２６ １２％ ３５％ ３５％

京都市住宅供給公社 １３ １５％ ６９％ ８２ ２７％ ９％ １６％

大阪府住宅供給公社 ９ ２２％ ３３％ １８１ ０％ １５％ ５％

大阪市住宅供給公社 １３ １５％ ７７％ ３０１ ３４％ １６％ ４％

堺市住宅供給公社 １１ １８％ ６４％ １０ ０％ １０％ １１０％

兵庫県住宅供給公社 ７ ４３％ ５７％ ３２３ １％ １５％ ２％

神戸市住宅供給公社 １２ １７％ ２５％ ２２６ ５％ ５０％ ５％

奈良県住宅供給公社 ５ ２０％ ８０％ ３５ ０％ ８０％ １４％

和歌山県住宅供給公社 ９ ０％ ７８％ １７ ０％ ２４％ ５３％

鳥取県住宅供給公社 ７ １４％ １４％ ３２ ０％ １３％ ２２％

島根県住宅供給公社 １０ １０％ １０％ ２２ ０％ ０％ ４５％

岡山県住宅供給公社 ９ ２２％ ０％ １４ ０％ ２１％ ６４％

広島県住宅供給公社 １０ ２０％ １０％ ７１ ７％ ３２％ １４％

地方公社（住宅・道路・土地）の実態と課題
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山口県住宅供給公社 １０ ２０％ ４０％ ５３ ４％ ３６％ １９％

徳島県住宅供給公社 ６ ０％ １７％ １５ ０％ １３％ ４０％

香川県住宅供給公社 １０ １０％ ４０％ １７ ６％ ４１％ ５９％

愛媛県住宅供給公社 ７ １４％ ８６％ ９ ０％ １１％ ７８％

高知県住宅供給公社 ９ ０％ ２２％ １９ １１％ １１％ ４７％

福岡県住宅供給公社 １１ ２７％ ７３％ ７７ ０％ ４３％ １４％

北九州市住宅供給公社 ８ ３８％ ０％ ７０ ０％ ２３％ １１％

福岡市住宅供給公社 １１ ９％ ９１％ ７４ ０％ ８２％ １５％

佐賀県住宅供給公社 １０ １０％ ９０％ １７ ０％ ６％ ５９％

長崎県住宅供給公社 １２ １７％ ７５％ ４８ ０％ ４％ ２５％

熊本県住宅供給公社 １２ ８％ ７５％ ３４ ３％ ２４％ ３５％

大分県住宅供給公社 １２ ２５％ ２５％ ２８ ０％ ２１％ ４３％

宮崎県住宅供給公社 ８ １３％ ６３％ ２９ ０％ ４１％ ２８％

鹿児島県住宅供給公社 １１ ３６％ ０％ ３５ ０％ ３％ ３１％

沖縄県住宅供給公社 ８ ０％ ８８％ ３８ ０％ １６％ ２１％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）および谷・森・河野（２００３）より筆者作成。

表９ 住宅供給公社の出資，補助金，貸付金，損失補償債務残高（２００２年度）
（単位：千円）

法人名 出資額 補助金（合計） 貸付金（合計） 損失補償債務残高（合計） 左合計／標準財政規模（％）

北海道住宅供給公社 ３０，０００ ８４２，８２０ ３４，８２５，７７１ ３２，６６０，７１０ ５．２１％

青森県住宅供給公社 １０，０００ ０ ０ ９０２，２１６ ０．２５％

岩手県住宅供給公社 ２２，５００ ３，０００ ０ ０ ０．０１％

宮城県住宅供給公社 ２１，８５０ ８，９７７ ０ ０ ０．０１％

秋田県住宅供給公社 １０，９００ ０ ２，０９７，９９９ ３，２４３，６００ １．５９％

山形県住宅供給公社 ２６，０００ １０，４６５ ０ ４００，０００ ０．１４％

福島県住宅供給公社 １６，０００ ２２，３９７ ０ ４，８００，０００ １．０３％

茨城県住宅供給公社 １０，０００ ０ ５，９０２，６５０ ５１，１７５，０８２ １０．８１％

栃木県住宅供給公社 ２，０００ ６，６４９ ０ ０ ０．００％

群馬県住宅供給公社 ３９，８００ ９７，６４８ ０ ０ ０．０４％

埼玉県住宅供給公社 ４０，０００ ５６，７８８ ２，４８９，０００ １９４，０１６ ０．３０％

千葉県住宅供給公社 １０，０００ １，１５６，９０７ ２，７００，４５９ ０ ０．４８％

千葉市住宅供給公社 １００，０００ １７６，３７１ １，１７０，０００ ０ ０．７６％

東京都住宅供給公社 １０５，０００ １２，７９７，２１２ ３９３，１３８，６１６ １５２，１１３，７００ １８．７０％

神奈川県住宅供給公社 ３０，０００ ４，０７０，３５４ ４，２２２，６９０ ５５，１９９，３３９ ６．０９％

横浜市住宅供給公社 １０，０００ ９３，０８５ ２，１１４，４３９ ２３，６０６，１８８ ３．２９％

川崎市住宅供給公社 １０，０００ ２８９，５６６ ０ ０ ０．１１％

新潟県住宅供給公社 ５０，７５０ ２０，４１２ ０ ２，１５３，９００ ０．４０％

富山県住宅供給公社 １０，０００ ０ ０ ３７６，２０９ ０．１４％

石川県住宅供給公社 ５，０００ １１，２８０ ８００，０００ ４，１００，０００ １．７４％

福井県住宅供給公社 ９，４００ ０ ０ ５，５４４，８２４ ２．３２％

山梨県住宅供給公社 １０，０００ ３７，１７３ １１，８２０ １７，０６９，４９３ ７．０９％

長野県住宅供給公社 ６０，５６０ ４２，０５１ ０ ０ ０．０２％

岐阜県住宅供給公社 １１，１００ ３，６８５ ４３５，４８１ ０ ０．１１％

静岡県住宅供給公社 １５，０００ ０ ０ ０ ０．００％
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Ⅲ－１－５．住宅供給公社の評価・監査体制

表１０から，住宅供給公社の評価・監査体制を

見てみよう。点検・評価体制は整備されていな

い公社がまだまだ多い。また，整備されている

公社においても民間委員を活用している公社は

半分ほどである。外部監査はほぼすべての公社

で導入されているが，毎年なされていない公社

も多い。また，情報公開も進んでいるが完全で

はない。ネットでの公開となると，かなり遅れ

ているといえる。

Ⅲ－２．住宅供給公社の動向

これまで，住宅供給公社の財務内容や，組織

構成，補助金や保証の流れ，監視体制を見てき

た。これはいわば，組織の実態であり，その組

織が生み出す問題点を把握するという意味での

公社の財務実態は，このデータからでは十分で

はない。実際，未処分の分譲資産は多く，時価

下落により，実際の財務状況はかなり悪くなっ

ていると思われる。（表１１参照。）

この状況を受けて，適確な財務実態を表す会

愛知県住宅供給公社 ３２，５００ ４９６，５９４ １，０４０，６６０ ４２，２６６，４４４ ４．１０％

名古屋市住宅供給公社 ５０，０００ ３８，１８１ １７，７０４，９８３ ９１９，５２３ ３．４７％

三重県住宅供給公社 ５，０００ ０ １，３８７，０００ ０ ０．３６％

滋賀県住宅供給公社 ２０，０００ ４５，１３１ ０ ０ ０．０２％

京都府住宅供給公社 １０，０００ １，６６４ ０ ０ ０．００％

京都市住宅供給公社 １０，０００ ５７，０９９ １，３６５，７６９ ０ ０．３９％

大阪府住宅供給公社 ３１，０００ ７０３，９６８ ２，３７４，１６５ ４８，５６４，２１５ ４．１３％

大阪市住宅供給公社 ４０，０００ １，１９９，９３５ ５５３，９５９ ０ ０．２４％

堺市住宅供給公社 １０，０００ ４，８６４ ０ ０ ０．０１％

兵庫県住宅供給公社 １５，０００ ３７，１５４ ４０，７９８，０６０ ２５，００４，２８０ ７．３６％

神戸市住宅供給公社 １０，０００ ３０３，４６０ ４０３，０００ ４４，０７０，０００ １１．３７％

奈良県住宅供給公社 １０，０００ ０ ０ ０ ０．００％

和歌山県住宅供給公社 ５，０３０ １４，７５０ ０ ０ ０．０１％

鳥取県住宅供給公社 ４，０００ ８２，１６０ ６２，４４２ ０ ０．０７％

島根県住宅供給公社 １０，０００ ２７７，６８６ ０ ０ ０．１１％

岡山県住宅供給公社 １０，０００ ０ ７，８６４，２４０ ０ ２．００％

広島県住宅供給公社 １０，０００ １７，２１６ １４７，５４５ ０ ０．０３％

山口県住宅供給公社 ２０，０００ １５０，４１４ ０ ２６，９６４，４００ ７．７３％

徳島県住宅供給公社 ３０，０００ ０ ０ ０ ０．０１％

香川県住宅供給公社 １０，０００ ０ ０ ０ ０．００％

愛媛県住宅供給公社 ５０，０００ ２，５００ １，５００，０００ ０ ０．４７％

高知県住宅供給公社 ８，６００ ４３，６８０ ０ ０ ０．０２％

福岡県住宅供給公社 ５，０００ ２２５，２９４ ０ ０ ０．０３％

北九州市住宅供給公社 １０，２９０ ５２６，５０４ １，７０５，５４３ ０ ０．８９％

福岡市住宅供給公社 １０，０００ ３７２，１８７ ０ ３，４２７，９４３ １．１１％

佐賀県住宅供給公社 ５，０００ ０ ０ ６，５００，０００ ２．７４％

長崎県住宅供給公社 １０，０００ １２３，７７９ ３，８８５，９０４ ０ １．１２％

熊本県住宅供給公社 １０，０００ ４６，７０７ ０ ０ ０．０１％

大分県住宅供給公社 １０，０００ ２，７３７ ０ ０ ０．００％

宮崎県住宅供給公社 １０，２００ ７２，７９０ ０ ０ ０．０３％

鹿児島県住宅供給公社 ２０，５００ ３，６７４ ０ ０ ０．０１％

沖縄県住宅供給公社 １，０１４，８８８ ４，１１２ ７１４，９８０ ０ ０．６０％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）および谷・森・河野（２００３）より筆者作成。
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点検・評価委員会 外部監査 情報公開

法人名
点検・評価体
制の有無（有
＝○，無＝×）

委員会構成員
の民間活用
（％）（委員会
無＝×）

点検・評価の
頻度：何年に
一度。（９９は過
去に全く行わ
れていない）

外部監査導入
の有無（有＝
○，無＝×）

頻度：何年に
一度。（９９は過
去に全く行わ
れていない）

情報公開の状
況（当該法人
による）

ネットで公開
の有無

北海道住宅供給公社 ○ ０．４３７５ １ ○ ３ ○ ×

青森県住宅供給公社 ○ １ １ ○ １ ○ ○

岩手県住宅供給公社 ○ １ ３ ○ ３ ○ ×

宮城県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

秋田県住宅供給公社 ○ ０ １ × １ ○ ○

山形県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

福島県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

茨城県住宅供給公社 ○ ０．２５ １ ○ １ ○ ○

栃木県住宅供給公社 × × × ○ ３ ○ ×

群馬県住宅供給公社 × × × ○ ３ ○ ○

埼玉県住宅供給公社 ○ １ １ ○ ２ ○ ○

千葉県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

千葉市住宅供給公社 × × × ○ ６ ○ ×

東京都住宅供給公社 ○ ０ １ ○ ３ ○ ○

神奈川県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

横浜市住宅供給公社 × × × ○ ４ ○ ○

川崎市住宅供給公社 × × × ○ １０ ○ ○

新潟県住宅供給公社 ○ ０．１２５ １ × １ × ×

富山県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

石川県住宅供給公社 × × × ○ １ × ×

福井県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ×

山梨県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

長野県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

岐阜県住宅供給公社 × × × ○ １ × ○

静岡県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

愛知県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

名古屋市住宅供給公社 × × × ○ ５ ○ ○

三重県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

滋賀県住宅供給公社 ○ １ ９９ ○ １ ○ ×

京都府住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

京都市住宅供給公社 ○ ０．３ １ ○ ３ ○ ×

大阪府住宅供給公社 ○ ０ １ ○ ２ ○ ○

大阪市住宅供給公社 ○ ０ １ ○ ５ ○ ○

堺市住宅供給公社 ○ ０ １ ○ ６ ○ ×

兵庫県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ×

神戸市住宅供給公社 ○ １ １ ○ ４ ○ ×

奈良県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ×

和歌山県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ×

鳥取県住宅供給公社 × × × ○ ３ ○ ○

表１０ 住宅供給公社の評価・監査体制（２００２年度）
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計指標作りは，以下のように行われてきている。

●H１１（１９９９）より，包括外部監査実施

●H１３（２００１）５月 地方整備局等住宅担当調

整官・課長会議を開催。行政改革大綱１７）の指

摘事項を踏まえ，住宅供給公社の設立団体で

ある地方公共団体及び住宅供給公社に対する

ヒアリング実施を地方整備局等に指示。

●H１３（２００１）７月 地方整備局等においてヒ

アリングを実施し，住宅供給公社の事業概要，

実績，業務運営，収支状況，包括外部監査の

結果及びその結果を受けた対応方針等の把握

を行った。その際，平成１２年度決算における

財務諸表の提出を求め，各地方住宅供給公社

の経営状況等の把握を行った。また，地方公

共団体の担当者等による会議等の場において，

地方住宅供給公社と地方公共団体間で十分調

整・連携を行い，経営健全化に向けて様々な

観点から取り組むよう指導１８）。

●H１４（２００２）．２ 地方住宅供給公社検討委員

会を設置（３回開催）

●H１４（２００２）．３ 地方住宅供給公社会計基準

島根県住宅供給公社 × × × ○ １０ ○ ×

岡山県住宅供給公社 × × × ○ １ × ○

広島県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ○

山口県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

徳島県住宅供給公社 × × × × ３ ○ ×

香川県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ×

愛媛県住宅供給公社 × × × ○ ５ ○ ○

高知県住宅供給公社 × × × ○ ３ ○ ×

福岡県住宅供給公社 ○ ０ １ ○ １ ○ ×

北九州市住宅供給公社 ○ １ １ ○ ４ ○ ○

福岡市住宅供給公社 ○ ０ １ ○ ２ ○ ○

佐賀県住宅供給公社 ○ × １ ○ ２ ○ ×

長崎県住宅供給公社 ○ １ １ ○ ２ ○ ×

熊本県住宅供給公社 ○ ０ ５ ○ １ ○ ×

大分県住宅供給公社 × × × ○ ３ ○ ×

宮崎県住宅供給公社 × × × ○ １ ○ ○

鹿児島県住宅供給公社 × × × ○ ２ ○ ×

沖縄県住宅供給公社 × × × ○ ４ ○ ×

（注）地方自治法に基づく企業の監査役による監査のみ。したがって，監査が導入されていなくても，その他の監査は行われて
いる場合がある。

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）および谷・森・河野（２００３）より筆者作成。

表１１ 未処分の分譲資産が多い住宅供給公
社２０（２００２年度）

公社名 金額（１００万円）
１ 千葉県 ５８，１１０
２ 茨城県 ５３，１０７
３ 神奈川県 ３３，７９４
４ 北海道 ２７，０６６
５ 鹿児島県 ２２，４０４
６ 北九州市 １７，６２８
７ 熊本県 １６，３８３
８ 神戸市 １４，２２８
９ 岡山県 １１，５８３
１０ 広島県 １０，０２８
１１ 鳥取県 ９，７０４
１２ 埼玉県 ８，９５１
１３ 佐賀県 ８，２３４
１４ 横浜市 ８，１８３
１５ 兵庫県 ８，０１２
１６ 長野県 ７，７５７
１７ 栃木県 ７，４７２
１８ 長崎県 ７，４４６
１９ 石川県 ７，０７８
２０ 福岡市 ７，０１１

（出所）谷・森・河野（２００３）「地方３公社の経
営実態」日経地域情報 No．４２９ 表６
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連合会作成：著しく下落した（３０－５０％が

目安）販売用不動産の時価評価を提案

●H１４（２００２）．３．２０「地方住宅供給公社法施

行規則の一部を改正する省令」

●H１４年度（２００３．３）より，販売用不動産の

時価評価導入

●H１５（２００３）年９月 社会資本整備審議会住

宅宅地分科会より建議１９）（今後の公社のあり

方に言及）

●H１６年度国会で，「地方住宅供給公社法」改

正により公社の解散規定を創設。

●H１６年（２００４．３）より 連合会主催，地方住

宅供給公社会計基準検討委員会（９／１０開催）

で，賃貸用不動産への時価評価導入へ向けた

議論

●H１７年度（２００６．３）より 賃貸用不動産，事

業用不動産も時価評価導入

この平成１７年度からの更なる会計基準の変更

によって，債務超過の公社が増えると思われる。

これは，そもそも隠されていた実態が明らかに

なり，健全化に向けた議論が活発になるという

点では，望ましいことである。債務超過の実態

が明らかにされることで，実際に，北海道や，

長崎，千葉で特定調停が進み，また，数多くの

公社で検討に向けた動きが始まっている２０）。

Ⅳ．地方道路公社の実態と課題

Ⅳ－１．地方道路公社の経緯と実態

Ⅳ－１－１．地方道路公社の経緯

地方公共団体による一般有料道路の建設は，

昭和４０年代ごろから積極的に行われるようにな

ったが，自動車交通需要の全国的な増大に対し

て道路の整備は著しく立ち遅れており，道路整

備の推進が緊急の課題となっていた。そこで有

料道路事業についてもより一層拡大していくこ

とが要請されたが，当時有料道路の建設主体と

なりえるのは道路管理者のほか日本道路公団，

首都高速道路公団および阪神高速道路公団の３

公団に限られていた。また，これら３公団の財

１７）平成１２年１２月１日：住宅供給公社，地方道路公社に関して
（ア）外部監査の活用による業務運営の一層の合理化：一層の経営健全化を図るため，設立団体である地方
公共団体と十分に連携を図りつつ，平成１１年度より実施されている地方自治法に基づく外部監査人によ
る包括外部監査の結果を十分活用し，両公社のより一層合理的な業務運営を促進する。

（イ）経営健全化への取組：設立団体である地方公共団体と十分に連携を図りつつ，事業実績，業務運営，
収支状況等について，調査等を実施することにより，その現況の把握に努め，必要に応じ，両公社の経
営健全化のための方策等の策定を指導するなど，経営健全化の強化を図る。

１８）http : //www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kaikaku２００１_０２b.htmlより引用。
１９）「公社の業務について，積立分譲を中心とする住宅や宅地の供給から，公営住宅等の広域的，一体的な管
理など全国的に住宅政策上必要な業務を中心に，地方の実情に応じた業務を行えるよう，公共賃貸住宅制度
の見直しと併せて検討する。また，公社経営の自己責任性，透明性確保のため，第三者による事業評価や会
計監査人の監査等を整備するとともに，設立，運営，解散等に地方公共団体の自由な意思が反映されるよう
にし，国の関与は設立認可等最小限にするよう検討する。」

２０）北海道と千葉県の特定調停の内容は，土居（２００４）が詳しい。また，北海道の特定調停は，２００４年２月２７
日に成立した。千葉県の特定調停は，２００５年１月２２日に成立した。また，長崎県の特定調停は，２００５年３月
１日に成立した。詳細は，http : //www.pref.nagasaki.jp/jutaku/０５０１３１np.htmlを参照。最近の資料としては，「地
方３公社の経営実態」日経地域情報 No．４２９ 表７ （２００３年１２月１５日），「住宅７公社解散の意向」 読売新聞
（２００４年６月２６日）を参照。
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源の大部分は，政府の財政投融資資金に依存し

ているため，その資金量に一定の制約があり，

既存の有料道路建設主体の手によって事業を拡

大させていくことには限界が見られた。（礒崎

（１９９７））

そのため，増大する自動車交通需要に対処す

るために，民間の資金を積極的に導入し，活用

することにより，地方幹線道路の整備を推進し

ていくことを目的として，昭和４５年に国におい

て地方道路公社法２１）が成立され，その事業主体

として新たに地方道路公社を創設することとさ

れた。

地方道路公社は，その通行又は利用について

料金を徴収することができる道路の新設，改築，

維持，修繕その他の管理を総合的かつ効率的に

行なうこと等により，地方的な幹線道路の整備

を促進して交通の円滑化を図り，もつて地方に

おける住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄

与することを目的として設立されている。

地方道路公社を設立することができる主体は，

県に加えて，地方道路公社法第８条の政令で指

定する人口５０万以上の市であり，大阪市，名古

屋市，横浜市，京都市，神戸市，北九州市，川

崎市，札幌市，福岡市，広島市，堺市，尼崎市

及び仙台市となっている。図１２は，その年別設

立数と現存数を示したものである。１９７１年にほ

とんどが設立されていることがわかる。

Ⅳ－１－２．地方道路公社の概要：資産・負債

・正味財産

表１２から，地方道路公社の概要：資産・負債

・正味財産を見てみよう。まず，当期利益で見

ると，６公社がフローで赤字であるが，その他

の公社は黒字である。昭和６３年建設省通達にお

いて，会計処理方法が改定され，道路資産への

投下資金の正味回収額を毎期明らかにし，償還

準備金繰入額を計上することにした。この繰入

額を見ることによって，道路収支が償還に向け

て健全であるのかが明らかになる。繰入額で見

ると，３公社のみが赤字であり，他の公社は，

２１）地方道路公社法（昭和４５年５月）http : //www.houko.com/００/０１/S４５/０８２.HTM

図１２ 地方道路公社年別設立数
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表１２ 地方道路公社の概要：資産・負債・正味財産（２００２年度）
（単位：百万円）

法人名 経常利益 当期利益 償還準備金繰入額 資産合計 負債合計 資本合計又は正味財産

青森県道路公社 ５４８ ５４８ ５４８ ３９９８５ ３０９０６８ ９０７８

宮城県道路公社 ３１６９ ３１６９ ３１６９ ８１５０５ ５９９３７ ２１５６９

山形県道路公社 ０ ０ －４ ５２００ ４３５１ ８４９

福島県道路公社 ０ １ ６５ １４３６１ １２４７５ １８８６

茨城県道路公社 ９５９ ９５９ ９７０ ５５７４２ １５９１９ ３９８２３

栃木県道路公社 －１ －１ ４７０ ２６９４３ １９３１９ ７６２４

埼玉県道路公社 １６２５ １６２５ １６２４ ６１２８２ ４５５３６ １５７４６

千葉県道路公社 １６１ １６１ ２３５７ ８６６４８ ７１７５９ １４８８９

東京都道路公社 ６４３ ０ ５２０ ４８４０２ ３３７４０ １４６６２

神奈川県道路公社 ７６４ ７６４ ２５０ ４０１９５ ２４３３４ １５８６１

富山県道路公社 ２１ １０４ １０４ ２１２６８ １７５８０ ３６８７

石川県道路公社 ０ ０ ２１８０ ７１５４０ ６３７２５ ７８１５

福井県道路公社 －１５ －１５ ６９５ １４６１４ １３７７２ ８４３

山梨県道路公社 ８ ２ ４７８ ６２２６８ １０２２１ ５２０４７

長野県道路公社 １８６ ０ １５５３ ９４２７５ ７２３２２ ２１９５３

岐阜県道路公社 ５０９ ５０９ ５０９ １６９６４ １４１４７ ２８１７

静岡県道路公社 ２４ ２４ １０１４ ４８７８７ ３１９９３ １６７９４

名古屋高速道路公社 ０ ０ － １２７５５１０ １０５９７０９ ２１５８０１

愛知県道路公社 ０ ０ ４９９７ ２６１２０２ ２０８５７０ ５２６３２

三重県道路公社 －１３５９ ７８ ３０７ １００９５ ５５９３ ４５０３

滋賀県道路公社 ５ ５ １３６２ ７１００５ ５８０１９ １２９８６

京都府道路公社 －４４５ －４４５ －２１１ ２８７５１ ２１１６４ ７５８８

大阪府道路公社 ０ ０ ４７２８ ２７０２６４ １８２６１３ ８７６５１

大阪市道路公社 ２２８ ２２８ ２１ ５５３９７ ５１４９６ ３９００

兵庫県道路公社 ２００ ８ ４１３６ ２２７８７８ １７３０８３ ５４７９６

神戸市道路公社 ３９４４ ３９４４ ３９４４ ２１７３０２ １７１５２３ ４５７７８０

奈良県道路公社 ０ ０ ２６００ １１０３２８ ７３５６８ ３６７６０

和歌山県道路公社 －２０ －１７９９ －１７９９ １８８５０ ２５８１６ －６９６６

岡山県道路公社 －４１５３ －４１５３ ２０１ １４９８６ １９８０ １３００６

広島県道路公社 ７４５ ７４５ ５８０ ２３５２８ １７２０３ ６３２５

広島高速道路公社 ９７８ ９７８ ０ １５４６３８ １２２８０９ ３１８２９

山口県道路公社 ２２６ ２２６ ２２６ ２５２３７ １４０８９ １１１４８

香川県道路公社 １４２ １４２ １４２ １０４４４ ８８７５ １５６９

愛媛県道路公社 ０ ０ ３８３ ９２１０ ８２９０ ９２１

高知県道路公社 ０ ０ ２３５ ７３５８ ４８０１ ２５５７

福岡県道路公社 ２８５７ ２８５７ ２８５７ １１３７４９ ８３６７３ ３００７７

福岡北九州高速道路公社 １６６２７ １６６２７ ０ １０８７４３３ ９０６０１５ １８１４１８

佐賀県道路公社 ７７９ ７７９ ７７９ ２８１１６ ２１４５１ ６６６５

長崎県道路公社 １３３ １３３ １３５２ ４８１６８ ３５２６１ １２９０８

熊本県道路公社 ０ ０ ８２ ４３２５ ２８１２ １５１３

大分県道路公社 ０ ２３１６ ２３１６ ４３６４３ ３２６６８ １０９７５

宮崎県道路公社 ７５１ ７５１ ７５１ １９１３１ １６１４４ ２９８７

鹿児島県道路公社 １２８９ １２８９ １２８９ ２８２９７ １６０１５ １２２８３

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）および谷・森・河野（２００３）より筆者作成。
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償還を行う資金があることになる２２）。

また，ストックで見れば，和歌山を除いてす

べての公社で黒字である。したがって，このデ

ータを見る限り，公社は健全であるとみなされ

るが，これは会計上，資産価値を，将来の利用

収入から来る収益価値ではなくて，建設時の簿

価で計測しているためであり，実態を踏まえて

いるとはいえない。ただし，道路はインフラで

あるから，破綻が公共サービスの中止を意味す

るわけではなく，破綻は，税金投入あるいは無

料開放期間の延長を意味するのである。予定よ

りも長い期間の利用料徴収か，税金投入，もし

くは将来世代への負担増が生じるのである。こ

れは，帳簿上，債務超過であるかではなく，利

用料収入が将来にわたってどのくらい得られる

のか，また，それは金利や償還費をまかなうほ

どであるのか，すなわち，キャッシュインフロ

ーの現在価値が重要であろう。この点は，次節

や５節でも議論する。

Ⅳ－１－３．地方道路公社の役員・職員構成

表１３から，地方道路公社の役員・職員構成を

見てみよう。役員総数は，最大で９人であり，

人数に地域性はないようである。また，役員に

占める公退職者や公出向者の割合は，公出向者

の割合のほうが多い公社がほとんどであるが，

公出向者が０の公社もある。職員総数で見ると，

役員数以上にばらつきが多い。名古屋の２５８人

と福岡北九州高速の１８９人で多く，これは，都

市高速の影響である。役員が，職員よりも多い

公社も存在する。職員に占める公退職者の割合

は，０か，０に近いが，大阪市や東京都で比較

的多く，山梨県では１００％である。また，公出

向者の割合は，全体的に多く，１００％の公社も

存在する。

Ⅳ－１－４．地方道路公社の出資，補助金，貸

付金，債務保証債務残高

表１４から，地方道路公社の出資，補助金，貸

付金，債務保証債務残高を見てみよう。出資額

は，名古屋と福岡・北九州が飛びぬけているが，

これは都市高速の影響である。補助金は，受け

ていない公社も多く，２極化している。また，

補助金に加え貸付金も受けていない公社も多

く，２極化している。補助金を受け入れていな

い公社で，貸付金を受け入れているようである。

ただし，両方受け入れている公社も見受けられ

る。損失補償債務残高は，名古屋と福岡・北九

州が飛びぬけているが，大阪府や愛知県，神戸

市，兵庫県も多い。これらの合計額は自治体の

責任となるが，その額が標準財政規模２３）に占め

る割合を最後にまとめている。１００％を超える

名古屋，福岡は例外として，神戸市と奈良県

で，３０％を超えていることがわかる。

Ⅳ－１－５．地方道路公社の評価・監査体制

表１５から，地方道路公社の評価・監査体制を

見てみよう。点検・評価体制は整備されていな

い公社がまだまだ多い。また，整備されている

公社においても民間委員を活用している公社は

半分ほどである。外部監査はほぼすべての公社

で導入されているが，毎年なされていない公社

も多い。また，情報公開も進んでいるが完全で

はない。ネットでの公開となると，かなり遅れ

ているといえる。

Ⅳ－２．地方道路公社の実態把握に向けて

これまで，地方道路公社の財務内容や，組織

構成，補助金や保証の流れ，監視体制を見てき

た。どのような体制にあるのかは明らかとなっ

たが，公社が抱える問題点を把握するという意

味での公社の実態は，このデータからでは十分

２２）筆谷（２００２）は，「この繰入額も，駐車場事業を含めた公社のすべての事業を合計した額であり，個別の
道路の実態を見極めることはできない」と，会計上の問題点がまだあることを指摘している。

２３）以下の高速は，複数団体が出資しているが，主な出資団体の標準財政規模で計算した。名古屋高速は，愛
知が５０％出資。広島高速は，広島県が５０％出資。福岡北九州高速は，福島県が５０％出資。
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表１３ 地方道路公社の役員・職員構成

法人名 役員総数
役員公退職
割合

役員公出向
割合

職員総数
職員公退職
割合

職員公出向
割合

役員／職員

青森県道路公社 ５ ２０％ ２０％ １６ ０％ ３１％ ３１％

宮城県道路公社 ７ ５７％ ２９％ ２７ ７％ ７％ ２６％

山形県道路公社 ６ １７％ ８３％ ３ ０％ ０％ ２００％

福島県道路公社 ５ ２０％ ８０％ ２４ ８％ ５４％ ２１％

茨城県道路公社 ９ ３３％ ６７％ ２４ ０％ ３８％ ３８％

栃木県道路公社 ７ ２９％ ０％ ２４ ０％ １３％ ２９％

埼玉県道路公社 ５ ６０％ ０％ ２７ ４％ ４１％ １９％

千葉県道路公社 ５ ２０％ ６０％ ８０ ０％ ２５％ ６％

東京都道路公社 ８ ２５％ ７５％ １６ ４４％ ５６％ ５０％

神奈川県道路公社 ６ ３３％ ５０％ ２１ ０％ ５％ ２９％

富山県道路公社 ７ １４％ ０％ １９ １６％ ６３％ ３７％

石川県道路公社 ８ １３％ ２５％ ６０ ０％ ４２％ １３％

福井県道路公社 ５ ０％ １００％ １４ ０％ ２９％ ３６％

山梨県道路公社 ８ ２５％ ７５％ １６ １００％ ０％ ５０％

長野県道路公社 ７ ０％ １００％ ３１ ０％ ８４％ ２３％

岐阜県道路公社 ９ ４４％ ５６％ ２９ １７％ ７２％ ３１％

静岡県道路公社 ８ ０％ ７５％ ９０ ０％ ２％ ９％

名古屋高速道路公社 ８ ５０％ ０％ ２５８ ０％ ２９％ ３％

愛知県道路公社 ７ ５７％ ４３％ １５２ ０％ ３８％ ５％

三重県道路公社 ３ ６７％ ３３％ ６ ０％ ０％ ５０％

滋賀県道路公社 ６ １７％ ８３％ ２３ ０％ ３０％ ２６％

京都府道路公社 ８ ２５％ ３８％ ３５ １１％ ８６％ ２３％

大阪府道路公社 ６ ３３％ ０％ ４９ ０％ ９８％ １２％

大阪市道路公社 ９ １１％ ７８％ ７５ ３３％ ４４％ １２％

兵庫県道路公社 ６ ５０％ ３３％ ４３ ０％ ８８％ １４％

神戸市道路公社 ８ ２５％ ５０％ ５８ ０％ １００％ １４％

奈良県道路公社 ５ ２０％ ８０％ １５ ０％ １００％ ３３％

和歌山県道路公社 ６ ０％ １００％ ６ ０％ ８３％ １００％

岡山県道路公社 ４ ５０％ ２５％ １６ ０％ ５０％ ２５％

広島県道路公社 ６ １７％ ５０％ ２６ ０％ １００％ ２３％

広島高速道路公社 ６ ０％ ８３％ ９２ ０％ ７２％ ７％

山口県道路公社 ５ ８０％ ０％ ８ ０％ ８８％ ６３％

香川県道路公社 ６ ３３％ ６７％ ６ １７％ ０％ １００％

愛媛県道路公社 ６ ０％ ８３％ ４ ０％ ７５％ １５０％

高知県道路公社 ７ ０％ １００％ ４ ０％ ２５％ １７５％

福岡県道路公社 ４ ７５％ ２５％ ２７ ０％ ９３％ １５％

福岡北九州高速道路公社 ７ ５７％ １４％ １８９ ０％ ３８％ ４％

佐賀県道路公社 ９ １１％ ０％ １２ ０％ ４２％ ７５％

長崎県道路公社 ５ ２０％ ６０％ ２５ ０％ １２％ ２０％

熊本県道路公社 ７ １４％ ８６％ ５ ０％ １００％ １４０％

大分県道路公社 ６ ５０％ ０％ ７ ０％ ７１％ ８６％

宮崎県道路公社 ３ ０％ １００％ ９ ０％ ４４％ ３３％

鹿児島県道路公社 ７ １４％ ７１％ ８ ０％ ０％ ８８％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。
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表１４ 地方道路公社の出資，補助金，貸付金，債務保証債務残高（２００２年度）
（単位：千円）

法人名 出資額 補助金（合計） 貸付金（合計） 債務保証債務残高（合計） 左合計／標準財政規模（％）

青森県道路公社 １０，０９８，０００ ０ ６，２８３，５６３ ３，３１６，５２９ ５％

宮城県道路公社 ２１，５６８，５００ ０ １，１４７，０００ ３０，８９０，８００ １２％

山形県道路公社 ８４９，０００ ４３，７０４ ０ ２，７８９，０６５ １％

福島県道路公社 １，６９８，５２５ ０ ４，４９６，１１９ ３，６６０，４７９ ２％

茨城県道路公社 １１，７６２，３００ ０ ２，１６５，０００ １２，３４７，４９２ ５％

栃木県道路公社 ７，６００，２５０ ５３３，０５６ ０ １１，９４３，４４１ ５％

埼玉県道路公社 １５，７２５，５００ ０ ９，９４８，４００ ２１，３６８，６１６ ５％

千葉県道路公社 １６，２０２，２５０ ６，８１３ ６，７０１ ３４，１８７，４４４ ６％

東京都道路公社 １４，６６１，７００ ０ １，９６４，０４８ ２２，９６７，８４２ １％

神奈川県道路公社 １０，７８１，０００ ０ ４，３４２，６４６ １７，７３８，４１７ ３％

富山県道路公社 ５，７４５，０００ ６３，９５２ ３，４７８，３８９ １１，４４９，９６６ ７％

石川県道路公社 ７，８１５，０００ ０ ５，７４２，９００ ２２，４１４，８１０ １３％

福井県道路公社 ２，０７８，５００ ５７８，４３３ ３，６０２，０００ ３，０３１，４１７ ４％

山梨県道路公社 ３，１１５，０００ ０ ０ ６，３８２，３５７ ４％

長野県道路公社 ２１，９５２，７００ ５４２ ０ ３１，１５４，５９６ １１％

岐阜県道路公社 ２，８１７，２９７ ０ ９８５，２８８ ３，７５２，７３５ ２％

静岡県道路公社 １０，２６１，１７６ ０ ４１５，９９７ １１，３８８，８１６ ４％

名古屋高速道路公社 ２１５，８０１，０００ ０ ２４１，６０１，３３２ ６３８，０３６，５１８ １０２％

愛知県道路公社 ５２，６３２，０２５ ８３，１５１ ０ ９６，２５４，３５３ １４％

三重県道路公社 ２，３７０，０００ ０ ２，４３７，０００ ２，２７９，０４６ ２％

滋賀県道路公社 １２，９５６，０００ ５，６９６ ０ ３１，２２７，２００ １５％

京都府道路公社 ９，４７０，８５０ ０ ２，０００，０００ １８，３９５，０００ ７％

大阪府道路公社 ８２，７０４，５００ ０ ７８７，０００ １３０，４９９，７８８ １７％

大阪市道路公社 ３，４４９，０００ ０ ０ ３８，４８８，４４７ ６％

兵庫県道路公社 ５４，５９６，０００ ０ ２４，７０６，５６７ ７１，８７７，８５６ １７％

神戸市道路公社 ４５，７７９，５００ ０ ２，３２８，１５０ ９４，５８２，７５２ ３６％

奈良県道路公社 ３６，７６０，０００ ０ ０ ５３，１２６，０８９ ３２％

和歌山県道路公社 ３，３４５，８５０ １，５７５ ２４，１２７，０８６ ６９５，２４８ １０％

岡山県道路公社 １０，２８９，０００ ０ ０ １，８７７，２９６ ３％

広島県道路公社 ６，３２５，０００ ０ ０ １２，６３３，６６８ ４％

広島高速道路公社 ３１，７１３，０００ １１，３２０ ４０，６７７，０００ ７３，４３７，０１２ ２９％

山口県道路公社 ８，７２６，０００ ０ １，６７０，６２５ ６，２５５，３７６ ５％

香川県道路公社 １，５６８，７８２ ０ ９，１６１，７４２ ０ ５％

愛媛県道路公社 ９２０，７５０ ０ ０ ０ ０％

高知県道路公社 ２，５５５，０００ １８１，５８４ ０ ４５０，０００ １％

福岡県道路公社 ３０，０７６，６５０ ２７３ ０ ６０，３２８，９１８ １２％

福岡北九州高速道路公社 １８１，０６７，６００ １６，８０８ ２４１，７１５，５１５ ６２２，５６７，１９６ １３８％

佐賀県道路公社 ６，６６５，０００ ０ ３１３，３６７ ７，３４１，１２３ ６％

長崎県道路公社 １３，５７８，７５０ ０ ９３５，８１５ ２０，２７２，５６８ １０％

熊本県道路公社 １，５０５，０００ ０ ０ ２，５４５，４５１ １％

大分県道路公社 １０，９７５，０００ ０ ０ １４，１３９，５４２ ８％

宮崎県道路公社 ２，９８７，０００ ０ １１５，０００ ５，２１３，１６０ ３％

鹿児島県道路公社 ６，９０７，５５０ ０ ０ １１，５１２，２６３ ４％

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。
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点検・評価委員会 外部監査 情報公開

法人名
点検・評価体
制の有無（有
＝○，無＝×）

委員会構成員
の民間活用
（％）（委員会
無＝×）

点検・評価の
頻度：何年に
一度。（９９は過
去に全く行わ
れていない）

外部監査導入
の有無（有＝
○，無＝×）

頻度：何年に
一度。（９９は過
去に全く行わ
れていない）

情報公開の状
況（当該法人
による）

ネットで公
開の有無

青森県道路公社 ○ １ １ ○ １ ○ ○

宮城県道路公社 × × × ○ ３ ○ ○

山形県道路公社 × × × ○ ２ ○ ○

福島県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

茨城県道路公社 ○ ０．２５ １ ○ １ ○ ○

栃木県道路公社 × × × ○ ３ ○ ×

埼玉県道路公社 ○ １ １ ○ ２ ○ ○

千葉県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

東京都道路公社 ○ ０ １ ○ ３ ○ ○

神奈川県道路公社 × × × ○ １ ○ ○

富山県道路公社 × × × ○ １ ○ ○

石川県道路公社 × × × ○ １ ○ ○

福井県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

山梨県道路公社 × × × ○ ４ ○ ○

長野県道路公社 × × × ○ ２ ○ ×

岐阜県道路公社 × × × ○ １ × ○

静岡県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

名古屋高速道路公社 × × × ○ ２ ○ ○

愛知県道路公社 × × × ○ ２ ○ ○

三重県道路公社 × × × ○ １ ○ ○

滋賀県道路公社 ○ １ ９９ ○ １ ○ ×

京都府道路公社 × × × ○ １ ○ ×

大阪府道路公社 ○ ０ １ ○ ３ ○ ○

大阪市道路公社 ○ ０ １ ○ ５ ○ ○

兵庫県道路公社 × × × ○ １ ○ ○

神戸市道路公社 ○ １ １ ○ ９９ ○ ○

奈良県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

和歌山県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

岡山県道路公社 × × × ○ ３ × ○

広島県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

広島高速道路公社 × × × ○ １ ○ ○

山口県道路公社 × × × ○ ２ × ×

香川県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

愛媛県道路公社 × × × ○ ４ ○ ○

高知県道路公社 × × × × ３ ○ ×

福岡県道路公社 ○ ０ １ ○ １ ○ ×

福岡北九州高速道路公社 ○ ０ １ ○ １ ○ ○

佐賀県道路公社 × × × ○ ２ × ○

長崎県道路公社 ○ １ １ ○ ２ ○ ×

熊本県道路公社 ○ ０ ５ ○ ４ ○ ×

表１５ 地方道路公社の評価・監査体制
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ではない。

以下では，所管する国交省道路局から入手し

た道路の利用状況，収入支出の状況から実態を

検討する。表１６には，各道路の延長，交通量，

収入，支出が示されている。

表１６から，収入／支出比率を見ると，比率が

１を下回る道路は全国で２０あり，地方部に多い。

これは，建設費に対して，道路交通量が少ない

ためである。また，１kmあたりでの建設・管

理コストとしての建設・管理効率性を見ると，

必ずしも建設費用が高いことが比率に影響して

いないことがわかる。（平均費用は１１７９２３千円

／km）

実態を把握する指標として，当初計画の台数

と現在の利用台数を比較した達成率が有効であ

る。この指標は，国が定期的には調査していな

い。日経新聞社が２０００年度と２００２年度の通行台

数を調査している。（谷（２００１），谷・森・河野

（２００３））２００２年度の達成率のワースト２０は，表

１７に示されている。観光路線で利用低迷が目立

っている。

低いところでは，達成率は，１０％台であり，

本来１００％の達成率で，３０年の無料開放を見越

しているはずであるから，１０％では，到底，期

限内での無料償還は達成できないばかり

か，１０％台では，維持管理費すらまかなえない

であろう。表１６の収支を見れば，表１７での達成

率の低い上位が，収支比率でも低いことがわか

る。当初の償還予定が達成できない場合には，

延長をするか税金投入が必要になり，事実上の

破綻となる。破綻の可能性を秘めている道路は，

収支比率が１を下回っているところを見れ

ば，２０もあることがわかる。実際，２００３年７月

に開放した福島県公社の「西吾妻有料道路」で

は，９億円の税金投入を行った。（谷・森・河

野（２００３））また，税金をつぎ込み，予定より

早く無料開放する例も見られる。料金徴収に関

わる管理費が節約できる上，金利すら払えない

場合は，そのほうが，結果としてコストが安く

なるからである。事後的な判断としては正しい

が，この道路を作る価値があったのかどうかも

含めて，道路建設の事後評価を行うべきであろ

う。

このような事態に対して国交省道路局はどの

ように対応してきたのかを最後に見てみよう２４）。

●H１３（２００１）１月 国土交通省の地方整備局

道路部長等会議において，行政改革大綱２５）の

指摘事項を考慮し，設立団体である地方公共

団体と連携をとりながら，地方道路公社の健

全な運営に万全を期すよう地方整備局道路部

長等に指示

●H１３（２００１）５月 地方道路公社に対して包

括外部監査の実施状況を調査。実施していな

いものが全４３公社中３３公社あり，これらに対

し積極的に実施するように指導。

●H１３（２００１）７月 地方道路公社に対して収

支状況等の調査を行い，現況を把握。会議等

を通じ，積極的な利用促進策を検討する等経

営健全化の強化を図るよう指導。

今後は，「必要に応じ設立団体である地方公

共団体と十分に連携を図りつつ，地方道路公社

の経営健全化のための方策等の策定を指導して

２４）http : //www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kaikaku２００１_０２b.htmlより引用。
２５）Ⅲ－２．の脚注参照

大分県道路公社 × × × ○ ３ ○ ×

宮崎県道路公社 × × × ○ １ ○ ×

鹿児島県道路公社 × × × ○ ２ ○ ×

（注）地方自治法に基づく企業の監査役による監査のみ。したがって，監査が導入されていなくても，その他の監査は行われて
いる場合がある。

（出所）『第三セクター等の状況に関する調査結果について』総務省（２００４a）より筆者作成。
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表１６ 各公社保有道路の実態（収支比率，建設・管理効率性）（２００３年度）

〈有料道路〉
評価指標 評価指導

道路 事業主体
収入／支出
（比率）

建設・管理効率性
（千円／km）

道路 事業主体
収入／支出
（比率）

建設・管理効率性
（千円／km）

１ 青森県公社 １．４２３ ４６７７９ ７６ 愛知県公社 １．６９８ ２２２１６１

２ 青森県公社 １．４３３ １６４２０２ ７７ 愛知県公社

３ 青森県公社 ２．０９２ １０９３４８ ７８ 愛知県公社

４ 青森県公社 １．４２９ １８８９９ ７９ 愛知県公社 ０．９３６ ９２９９３

５ 宮城県公社 ２．４６０ １１５５０２ ８０ 愛知県公社 １．７６３ ４０６５４２

６ 宮城県公社 １．５０５ １１２４２７ ８１ 愛知県公社 ０．４５８ １２２８５

７ 山形県公社 ０．７９７ ２５２１８ ８２ 愛知県公社 １．２０４ ３２４９４

８ 福島県公社 １．２６４ １９４０１ ８３ 愛知県公社 ０．７４４ ２２７３５１

９ 福島県公社 ８４ 愛知県公社 ０．６１１ ７３１３８

１０ 福島県公社 ８５ 愛知県公社 １．８５１ ８４６４５

１１ 福島県公社 １．６０４ ４６１３ ８６ 愛知県公社 １．１６５ ４３１５

１２ 福島県公社 ０．６４７ １５６７５ ８７ 三重県公社 １．９０９ １８３３９

１３ 福島・（栃木）公社 ０．８９５ ３２５３ ８８ 三重県公社 １．３８７ ６３７６１

１３ （福島）・栃木公社 ２．６８８ ５１９５ ８９ 福井県公社 １３．７０９ ５５８２

１４ 茨城県公社 ２．１９０ ４５１７８ ９０ 福井県公社 ３．８９７ １１０９１

１５ 茨城県公社 ０．５９１ ９２５６ ９１ 福井県公社 ２．８８５ ７２１７

１６ 茨城県公社 ２．５９２ １７８１８８ ９２ 滋賀県公社 １．６４７ ８６１４０

１７ 茨城県公社 １．２０７ ２８１５０ ９３ 滋賀県公社 １．０９８ ２５８９４０

１８ 茨城県公社 ２．６９６ ２１５１１２ ９４ 滋賀県公社 １．５３０ １６３８７

１９ 茨城県公社 １．９９９ ６７０４６ ９５ 滋賀県公社 １．５４７ ２２０１２２

２０ 茨城県公社 １．２２６ １２９４６９ ９６ 京都府公社 １．００５ ３０７１０

２１ 茨城県公社 １．４７９ ４１３２７ ９７ 大阪府公社 ２．３４３ ３２４４１９

２２ 茨城県公社 ０．４５２ ３７９０６ ９８ 大阪府公社 １．９００ １６７４３２

２３ 栃木県公社 １．５５３ ８９７９ ９９ 大阪府公社 －０．０８９ －２７４０３

２４ 栃木県公社 ０．９４８ １２１３４ １００ 大阪・奈良公社 ２．３０２ ３００９９０

２５ 栃木県公社 ４．３７１ ８３３１ １０１ 大阪市公社 １．１２２ １５６０７８

２６ 栃木県公社 １．１２６ ８４９９８ １０２ 兵庫県公社 １．６２４ ８８５６５

２７ 栃木県公社 １．５９７ ９０９７８ １０３ 兵庫県公社

２８ 埼玉県公社 １．８１１ １４０６５ １０４ 兵庫県公社 １．７９６ ４８７０２

２９ 埼玉県公社 ２．４４１ ４５１９３ １０５ 兵庫県公社 １．３３２ １７７２７５

３０ 埼玉県公社 １．５７５ １４７４２６ １０６ 神戸市公社 ２．１１８ １８４３６６

３１ 埼玉県公社 １．６６０ １５３６０４ １０７ 神戸市公社 １．２３３ ２５５８２２

３２ 埼玉県公社 １．６７０ ５４７２５ １０８ 神戸市公社

３３ 千葉県公社 ０．８９１ ９７６７２ １０９ 神戸市公社

３４ 千葉県公社 １．８１０ ４１７４７ １１０ 神戸市公社 １．５５９ ２５６４８１

３５ 千葉県公社 ０．８２４ ２２５４４ １１１ 和歌山県公社 １．３６８ ９０１３８

３６ 千葉県公社 １．９０３ １９４３５ １１２ 岡山県公社 １．３６１ ５８１４４

３７ 千葉県公社 １．９１７ ４８７５０ １１３ 岡山県公社 １．８８０ １０６８３６

３８ 千葉県公社 １．９１９ ２１３０３９ １１４ 広島県公社 １．４０４ １９９５７８

３９ 千葉県公社 １．０２３ １３４７３ １１５ 広島県公社 １．３８０ １１３０７７
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４０ 千葉県公社 １．４７０ ６９９９７２ １１６ 広島県公社 ２．０３０ １２６６７９

４１ 千葉県公社 １．８３４ ２５４２０ １１７ 山口県公社 １．２１０ ４５４９９

４２ 千葉県公社 １．３９９ １０５６７２ １１８ 山口県公社 ２．４７０ ３５９３４

４３ 東京都公社 ４．０９０ ２３７４７９ １１９ 山口県公社 ２．３６５ ９８０５０

４４ 東京都公社 １．１５１ １０２２１２ １２０ 香川県公社 ２．４０７ ２４８８５

４５ 神奈川県公社 １．６０６ １８３０２３ １２１ 愛媛県公社 ２．２１７ ８９０６

４６ 神奈川県公社 １．４４１ ６４８４２ １２２ 愛媛県公社 ２．４２７ ５６１９２

４７ 山梨県公社 １．７５２ １５２６２ １２３ 高知県公社 １．３９３ ６３８１７

４８ 山梨県公社 １２４ 福岡県公社 １．７０４ ６３７２１

４９ 山梨県公社 １．１９８ ６５６０１ １２５ 福岡県公社 １．９４９ ８８１５７

５０ 山梨県公社 ０．９２４ ３５４７８ １２６ 福岡・佐賀公社 ２．３８３ ３５２５３

５１ 長野県公社 １．６３９ ７３０７０ １２７ 福岡・佐賀公社 ２．４８６ ５６３５９

５２ 長野県公社 ２．９３７ ２９５２６ １２８ 佐賀県公社 １．７６８ ９６５８０

５３ 長野県公社 １．１３３ １３７５０９ １２９ 佐賀県公社 １．３８５ ６２４５７

５４ 長野県公社 ０．９２４ ６５２４９ １３０ 佐賀・長崎公社 １．９４８ ２４２１９

５５ 長野県公社 １．３４２ １０１２９８ １３１ 長崎県公社 １．９８９ ８１７０３

５６ 長野県公社 ０．９７６ １１７８１９ １３２ 長崎県公社 ２．２１９ １０６４３５

５７ 富山県公社 １．３７９ １４１５６ １３３ 長崎県公社 ０．８４８ ３４９７９

５８ 富山県公社 １．０３３ ４８０６２ １３４ 長崎県公社 ２．２２４ １６３６４６

５９ 石川県公社 １．９８３ ４２０６２ １３５ 長崎県公社 １．２５０ ６６８９３

６０ 石川県公社 １３６ 長崎県公社 ２．６１５ ２４４１０４

６１ 石川県公社 １．５９３ ４１８３８ １３７ 長崎県公社 ０．５１２ ３８０１

６２ 石川県公社 １．３０９ １７４９８ １３８ 熊本県公社 １．８１７ ３５５４７

６３ 岐阜県公社 ２．２８３ ３７１３２ １３９ 大分県公社 １．９１６ ３１５２１８

６４ 岐阜県公社 １．８１２ １１６７２２ １４０ 大分県公社 １．８１６ １０６８１６

６５ 岐阜県公社 ０．４８３ ２４２０８１ １４１ 大分県公社 ２．５０９ １８２５１

６６ 岐阜県公社 １．７４０ １６９７２０ １４２ 宮崎県公社 ２．１４４ ３９７６７

６７ 岐阜県公社 ０．４９５ ５３３４３ １４３ 宮崎県公社 １．３２２ １０６６６５

６８ 静岡県公社 ０．８３４ １４７３５ １４４ 鹿児島県公社 ２．０２７ ３７７９７

６９ 静岡県公社 １．６２２ ５１１１８ １４５ 鹿児島県公社

〈都市高速〉

道
路 事業主体

収入／支出
（比率）

建設・管理効率性
（千円／km）

１ 名古屋高速道路公社 ２．０１３ ４６１２５６

２

広島高速道路公社

１．９４５ １２５９４５

３ ０．７８６ ２０９１８５

４ ２．２７９ １４８７７８

５
福岡北九州高速道路公社

２．０１９ ３６２８７１

６ １．４８１ ２３８７７８

（注）資料の空欄は，当該道路の交通量がその上の欄の道路と一緒に交通量が管理されていることを示す。また，一部は冬季に
閉鎖期間があるため，１日当たり台数が１／３６６にならないものもある。（平成１６年は閏年だったので，平成１５年度値は１
日長い分の数値。）支出がマイナスになっている道路があるが，それは，道路建設に伴って，消費税の還付金（工事代金に
係る消費税の分）が計上されたためであり，通常時期の収支は不明である。

（出所）筆者推計
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いく」としているが，実際にどのような指導が

なされているのかは不明であり，監督責任が問

われている。指導だけではなく，総務省（２００４

c）のような金銭的なインセンティブなどを用

いた誘導政策もひとつの候補として考える必要

があるのかもしれない。

Ⅴ．各公社の課題と解決策

これまでに明らかとなった実態を踏まえ，本

節では，各公社が今後直面する課題とその解決

策を検討する。

現在の公社に関しては，前向きの問題と後向

きの問題が存在する。

まず，後向きの問題として，現在保有してい

る資産をどのように活用・処理するのかである。

将来の財政運営も見据えて，運営に支障をきた

表１７ 地方有料道路・計画達成率（通行台数／計画台数）のワ
ースト２０（２００２年度）

有料道路名 公社名 達成率（％）

１ 茶臼山高原道路 愛知県 １１．２

２ 勝浦有料道路 千葉県 １３．５

３ 福島空港道路 福島県 １５．７

４ 常陸那珂有料道路 茨城県 １８．２

５ 表筑波スカイライン 茨城県 １９．３

６ 村櫛舘山寺道路 静岡県 １９．７

７ 高森熱海有料道路 福島県 ２６．０

８ 清里高原有料道路 山梨県 ２７．３

９ 房総スカイライン 千葉県 ２７．５

１０ 那須甲子有料＊ 福島県 ２７．８

１１ 松浦バイパス有料道路 長崎県 ３１．５

１２ 三浦縦貫道路 神奈川県 ３４．５

１３ 青森中央大橋有料道路 青森県 ３５．５

１４ 五輪大橋有料道路 長野県 ３５．６

１５ 厳木多久道路 佐賀県 ３６．７

１６ 日野水口有料道路 滋賀県 ３６．８

１７ 西海有料道路 愛媛県 ３７．８

１８ 鬼怒川有料道路 栃木県 ３８．１

１９ 小牧東インター道路 愛知県 ３８．８

２０ 高松坂出有料道路 香川県 ３９．４

（注）＊は那須甲子有料道路は福島県分の数値
（出所）谷・森・河野（２００３）「地方３公社の経営実態」日経地域情報

No．４２９ 表６
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すことがないように，負の資産の処理方法を議

論するべきである。確かに，近年の財政事情を

考えると，母体自治体には処理するための財政

的余裕があるとは限らない。また，責任逃れの

ために先送りされる傾向もある。これは，結果

として，高金利を払い続け，財政を圧迫するこ

とになる。バブル崩壊後の不景気の影響もあり，

収入が減少する一方で，金利は高止まりしてい

る。この返済負担を少なくする方法は，より低

い金利で資金調達をすることである。このよう

な背景をもとに，借入債務の縮小に向けた試み

として，２００３年度より市場公募地方公社債を発

行する公社が出てきている。現時点までの一覧

は表１８に示されている。自治体の保証２６）がつい

ているものもあるが，東京都では，保証のつい

ていない地方公社債も発行されている。特定調

停で，債務が減免される例が出てきているため，

東京都以外での発行は困難であろう２７）。公社が

健全であれば，低い利率での資金調達も可能で

あろうし，そのような市場からの選別によって

望ましい事業が行われる可能性もある。ただし，

独立採算である事業は民間でも可能であるから，

公社の運営には，自治体からの補助は不可欠で

あり，その補助があいまいな状態では，利率の

選別も進まない。一方で，暗黙の政府保証がつ

いている限り，単なる公社債発行の借り換えに

よる利払い費の縮減は，真の意味での問題解決

を遅らせるという弱点もはらんでいる。

このような取り組みがなされている一方で，

未だ，公社の問題を表面化させずに，議論を避

けている自治体もあると考えられる。土地開発

公社に関する総務省（２００４c）は，自治体に前

向きに取り組むインセンティブを与えている。

ただし，住民からの圧力も必要であり，情報公

２６）東京都は損失補償，その他は保証。これは，法律で，住宅供給公社に対しては，債務保証できないためで
ある。債務保証と損失補償の違いは，出井（２００２）が詳しい。

２７）実際，（年限が異なるので比較できないが，）東京都で発行された保証のない債券の利率が，それを反映し
ているのかどうかは不明である。５年国債と１０年国債の利率と比較しても，その比率は国債でのほうが大き
く，保証の欠如が影響していれば，１０年物で利子率が大きくなるはずであるから，保証の有無は反映されて
いないようである。もちろん，東京都の住宅供給公社が，国よりもリスクが低い場合には，こうなる場合も
あるが。利率は，以下である。東京都（５年＝０．７９％，１０年＝１．５９％，比率２．０１２），国債（１７年３月債）（５
年＝０．７２％，１０年＝１．５８１％，比率２．１９４）

表１８ 公募地方公社債発行状況（２００５０３０７現在）

日時 銘柄 年限 発行条件 発行額 保証

２００３／７／２ 兵庫県土地開発公社（＃１） ５ ０．４８％，１００円（０．４８０％） ２００億円 兵庫県（保証）

２００３／９／８ 東京都住宅供給公社（＃１７） ５ ０．８５％，１００円（０．８５０％） １００億円 東京都（損失補償）

２００３／１１／１２ 東京都住宅供給公社（＃１８） ５ ０．７９％，９９．９６円（０．７９８％） １５０億円 東京都（損失補償）

２００４／１／１６ 東京都住宅供給公社（＃１） １０ １．５９％，９９．９９円（１．５９１％） ７０億円 なし

２００４／２／２４ 兵庫県土地開発公社（＃２） ５ ０．７０％，９９．９５円（０．７１０％） １２０億円 兵庫県（保証）

２００４／５／１９ 東京都住宅供給公社（＃１９） ５ ０．７８％，９９．９７円（０．７８６％） ２００億円 東京都（損失補償）

２００４／５／２４ 兵庫県土地開発公社（＃３） ５ ０．８３％，９９．９７円（０．８３６％） １３０億円 兵庫県（保証）

２００４／８／２６ 兵庫県土地開発公社（＃４） ５ ０．９７％，９９．９７円（０．９７６％） ２２０億円 兵庫県（保証）

２００４／１１／１１ 東京都住宅供給公社（＃２） １０ １．６７％，９９．９５円（１．６７５％） ７６億円 なし

２００５／１／１３ 福岡北九州道路公社（＃１０５） １０ １．５１％，９９．９８円（１．５１２％） １００億円 福岡県，福岡市，北九州市（保証）

２００５／２／８ 名古屋高速道路公社（＃８４） １０ １．４６％，９９．９７円（１．４６３％） １００億円 愛知県，名古屋市（保証）

２００５／３／７ 京都市土地開発公社（＃１） ５ ０．７７％，９９．９５円（０．７８０％） １００億円 京都市（保証）

（出所）総務省自治財政局地方債課資料
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開により，さまざまな議論をオープンな形で行

い，少しでも財政負担を減らす方策を考えるこ

とが緊急課題であろう。議論を高めれば，結果

として，現在の財政資金を投入することが望ま

しいケースもあると思われる。

次に，前向きの改革として，将来にこのよう

な問題を繰り返さない方策を考える必要がある。

すなわち，これまでの制度の欠陥を洗い出し改

革しておくことが必要である。公社制度を廃止

することも改革のひとつであるが，今後，同じ

ような組織を作らないためにも，組織に潜んで

いる問題点を洗い出しておくことが望まれる。

また，組織運営の中でその問題点が自然と現れ

るような仕組みづくりも有効である。たとえば，

適切な検査システムを整備し，公社の意義の再

確認・再点検を柔軟にできる制度（独法システ

ムが参考）の構築や，情報公開（議会・住民の

チェック）による規律付けを通して，調査努力，

地域企業保護の正当性，天下りの意義などを随

時住民の視点から判断できるシステム作り，問

題が生じたときには担当者に説明責任を課すこ

とも有益であろう。現在行われている特定調停

も，その問題を招いた責任の追及までにはいた

っていない。

以下では，個別に，各公社が直面する課題と

解決策を検討する。

Ⅴ－１．土地開発公社の考えるべき課題

第２節から，地域間で経営改善努力に大きな

差が見られること，すなわち，外生的な地価下

落にもかかわらず内生的な努力によって不良資

産を減少させている革新的な自治体がいる一方

で，問題を先送りしている自治体も存在するこ

とが明らかとなっている。また，その改善努力

を決定する要因を解明した分析結果からは，保

有資産の内容（長期保有土地）が処理を阻害し

ていること，その阻害の度合いは，財政的に豊

かでない自治体ほど大きく，処理が先送りされ

ていること，経営健全化団体の指定は有効に機

能していることなどが明らかとなっている。今

後，以下の点がポイントとなるであろう。

●財務状況での債務超過の意味は？

土地開発公社の保有する土地（特に，公有地

先行取得事業）は，母体自治体の意向に基づき

購入されたものであり，母体自治体の責任は他

の公社よりも大きい。資産を時価評価して債務

超過になったからといって，即，債務の減免や

公社の廃止ができるわけでもない。時価評価は，

債務超過であるかどうかを見るというよりも，

どのくらい資産と負債のバランスが崩れている

のか，今後，自治体が，公社の整理に対して必

要とする額はどのくらいなのかを明らかにする

意味のほうが大きい。その観点に立てば，表６

で示した資産評価の見直しも，公有用地を含め

たすべての土地に関して時価評価を行い，それ

を参考データとして示すことが，今後の自治体

の財政運営に与える影響を見極めると言う点で

も役立つであろう。

●土地開発公社の存在意義（時代の変化）

３公社すべてにおいて，その存在意義が問わ

れているが，その中でも，土地開発公社の存在

意義は，最もあいまいである。そもそも，地価

下落や土地の過剰供給が続く現在においては，

本来の目的以外の土地造成事業はもちろんのこ

と，本来の目的である，土地の先行取得の意義

も薄い。ハード面での土地公社の役割は，現在

保有している土地の処理問題が解決次第なくな

るであろう。

●廃止に向けた議論：蓄積されたプロ集団のノ

ウハウはあるのか？ 活かせるのか？

廃止の際に問題となるのが，保有土地と保有

人的資産の問題である。保有土地は，売却する

か，自治体が買い取るかのどちらかしかない。

その一方で，保有人的資産をどのように今後活

用するのかは，雇用問題とつながっており，す

ぐに解決するものではない。新規採用を中止し，

退職を待つのも時間がかかる。一つの方法は，

これまでに蓄積された土地管理のノウハウを利

用して，土地の円滑利用に向けたサポートセン

ターを構築することが考えられる。ハードから

撤退しソフトに特化するのである。ただし，そ

のためには，現在保有しているノウハウが民間
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に比べて，新しいもので無ければならない。高

齢化した人材を抱える公社ではこの転換は困難

であろう。

Ⅴ－２．住宅供給公社の考えるべき課題

これまでの研究から，分譲資産の売れ残り，

負債増加による債務超過の実態が明らかとなっ

ている。この背景には，情報公開の不備による

不透明な財務管理，経営体制がある。今後，以

下の点がポイントとなるであろう。

●経営状況を単なる財務上の債務超過で議論す

べきなのか。

現在，資産の時価評価が導入され，実態が明

らかになってきている。公会計基準的には，民

間の会計基準に準拠し，再取得価格で評価する

方向にあると思われる。しかしながら，住宅の

価値やその賃貸収入は，建築費で決まるもので

はなく，（将来収入と建築費が均衡するような

最適なレベルで建設が行われているのなら同じ

になるが，）そもそも，将来期待できる収入よ

りも建築費が過大であるような物件で問題が起

きており，そのような物件で再取得価格を提示

しても意味が無いであろう。将来に向けて住宅

供給公社の経営実態を明らかにするためには，

むしろ，賃貸事業の場合であれば，将来にわた

る賃貸収入の現在価値が，その物件の価値を決

めるのであり，その現在価値を資産評価に使う

べきであろう。財務諸表には，再取得価格で表

示をしてもよいが，実際にその公社の今後のあ

り方を考えるときには，各物件の将来に向けた

収入の割引現在価値を求めて，参考にするべき

であろう。

●住宅供給公社の存在意義：公が住宅を作るべ

きか（時代の変化）：公益性の評価

住宅供給公社の存在意義にかかわるが，時代

が変化し，住宅供給が過剰になっているこの時

代に，公が住宅を作る意義が残されているので

あろうか。公が関わる背景には，民間では供給

できない部分があるという考えがある。一昔前

には，資金力の問題があったかもしれないが，

今の時代にはその問題はない。また，住宅には

公益性があるという意見もあるが，現在，一般

住宅に公益性があると考えることは困難である。

公益性として，低所得者・高齢者向けの住宅提

供の意義を認める文献もある。（赤川（２００５），

住田（１９９８）など。）しかし，低所得者・高齢

者のそもそもの問題は，住宅不足ではなく，低

所得にあるのであり，それを解決すればよいだ

けである。たとえば，特定有料賃貸住宅（低所

得者政策）は，住宅ではなく，直接，低所得者

への政策で行うことで十分である。また，高齢

化に対応した住宅整備も，高齢者からのニーズ

があれば，民で可能であり，高齢者への直接補

助で十分である。現在，国の住宅政策も，未だ

箱ものに頼る傾向がある。国の方針の転換も必

要であろう。

●廃止に向けた議論：蓄積されたプロ集団のノ

ウハウはあるのか？ 活かせるのか？

住宅供給公社の存在意義が薄れているとして，

縮小に向けて問題となる障壁が，保有資産と保

有人的資産の問題である。保有資産とは，分譲

住宅の売れ残りや，料金収入が低迷する賃貸住

宅である。料金収入が豊富な賃貸住宅は問題が

無いが，公が関与する必要は無く，民間に売却

すればよい。分譲住宅の売れ残りは，先送りす

る意味はないので，早期処分することが望まし

い。ただし，土地の処分とは異なり，低価格で

物件を分譲すれば，同じ建物にすでに入居して

いる世帯との間で，初期の分譲価格との差の問

題が生じる。土地の場合，ひとつの土地の所有

者は一人であるが，分譲集合住宅の場合，土地

を共同利用しているために問題が複雑となる，

同じ土地の値段が異なることになるからである。

建物部分は，減価償却があるから，処分する分

譲価格と初期の分譲価格との価格差はある。ポ

イントは，その価格差が，実際の価格差に見合

うだけのものであるかである。実際は，価格差

は土地の下落によってもたらされているから，

建物部分の価格差だけでは説明できず問題が生

じる。この点は，紛争解決に向けて国が法律を

適正に整備しておく以外には無いであろう。

また，賃貸住宅の空き家問題は，賃貸料を下
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げることで解消できるが，その場合，それは収

入を増やすことにつながらないため，空き家の

解消だけが望ましいわけではない。費用面で物

件を一括して借り上げている場合には，空き家

状況も考慮して，早期に，適正な借り上げ価格

に改訂するか，その借り上げシステム自体をリ

スクのないシステムに変更すべきであろう。

さらに，長期分譲住宅における維持管理の問

題もある。住宅供給公社の分譲住宅では，民間

の短期分譲ではなく，長期分譲のシステムをと

ってきた。これは，所有権を公社に保留し，長

期的に分譲するものである。住宅の管理も公社

が代行する。しかしながら，近年，長期分譲の

期限が来て，住民に所有権を移し，管理も住民

が行う時期が到来している。しかしながら，こ

れまで任せきりであったため，住民が住宅の管

理を行うシステムは十分整備できていない。（マ

ンション管理センター（２００１）参照）この管理

を，公社が委託して行うことは考えられるが，

そのシステム作りの整備も必要である。

最後に，保有人的資産をどのように今後活用

するのかは，雇用問題とつながっており，すぐ

に解決するものではない。新規採用を中止し，

退職を待つのも時間がかかる。一つの方法は，

これまでに蓄積された住宅管理のノウハウを利

用して，サポートセンターを構築することが考

えられる。まちづくりセンター（第三セクター）

として生まれ変わっているところもある。ハー

ドから撤退しソフトに特化するのである。ただ

し，そのためには，現在保有しているノウハウ

が民間に比べて，新しいもので無ければならな

い。高齢化した人材を抱える公社ではこの転換

は困難であろう。

Ⅴ－３．地方道路公社の考えるべき課題

これまでの研究から，過剰な利用予測や利用

率の低迷からくる無料開放時期延期，税金投入

の実態が明らかとなっている。この背景には，

情報公開の不備による不透明な財務管理，経営

体制がある。今後，以下の点がポイントとなる

であろう。

●経営状況を単なる財務上の債務超過で議論す

べきなのか。

公会計基準的には，民間の会計基準に準拠し，

再取得価格で評価する方向にあると思われる。

しかしながら，道路の価値は，建築費で決まる

ものではなく，（将来収入と建築費が均衡する

ような最適なレベルで建設が行われているのな

ら同じになるが，）そもそも，将来期待できる

収入よりも建築費が過大であるような道路で問

題が起きており，そのような物件で再取得価格

を提示しても意味が無いであろう。将来に向け

て地方道路公社の経営実態を明らかにするため

には，無料開放時期までの料金収入の現在価値

（キャッシュインフロー）が，その道路の価値

を決めるのであり，その現在価値を資産評価に

使うべきであろう。財務諸表には，再取得価格

で表示をしてもよいが，実際にその公社の今後

のあり方を考えるときには，各道路の無料開放

時期までの収入の割引現在価値を求めるべきで

あろう。たとえ，債務超過であっても，その価

値があれば，その道路には意義があり，予定通

り無料開放も可能であり，地方道路公社として

の問題は無いのである。

●道路建設のあり方：採算道路と不採算道路

一方で，各道路の無料開放時期までの収入の

割引現在価値が負債に見合わない場合には，無

料開放時期の延期か，税金投入が必要となる。

実際に作ってしまった道路のあり方である。た

だし，道路の問題を議論する前に，もともと３０

年で設定された無料開放時期が適正であるもの

なのかが問われなければならない。（筆谷

（２００２））道路は半永久的に使用可能であり，道

路の便益は将来世代も受けるであろう。その場

合，３０年以降の便益も評価する必要がある。す

べてのコストを，３０年間でまかなうという観点

から道路の採算性を議論するのは問題であるか

もしれない。すなわち，３０年分に見合うだけの

コストをまかなえればいいのである。この観点

から見れば，問題が無い道路も出てくるであろ

う。

そもそも借金で道路を作ることの意味は，将
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来世代が受ける便益の見返りとして将来世代に

支払いを転嫁することである。有料道路と通常

の道路の差は，料金収入を取るかどうかにある。

有料道路の場合，税金は使わないという理由で，

本来なら建設が難しい道路も早急な建設が可能

になるようであるが，その一方で，不採算の道

路も建設されてしまう問題もある。料金収入は

交通量に依存しており，その予測が採算性に影

響を与えるからである。料金収入で，しかも，３０

年で無料にするためには，かなり料金収入は高

くなければならない。有料道路は，世代内で，

利用者への過大な負担を引き起こすだけなので

ある。借金で道路を作る場合，将来からの資金

融通であるから，その見返りとしての利払いに

見合うだけの便益は現世代が支払うべきである。

便益は利用料収入であるから，すくなくとも利

払いが利用料でまかなえないのであれば作るべ

きではないであろう。

本来必要な道路であるならば，安易に有料道

路として議論を避けるのではなく，国民の資産

として税金もしくは国債で作るべきであろう。

有料道路にすれば，インターの建設費，人件費

など徴収のためのコストも必要となる。建設業

界への経済効果や雇用のために道路を作るのは

本末転倒である。

一方で，一部の利用者への贅沢品としての道

路というものも考えることは可能である。高額

なお金を払ってでも早く移動をしたい人々はい

るであろうし，電車の特急はそのために存在し

ている。ただし，その道路は，民間で作ること

が望ましいし，永久に有料であってもかまわな

い。

将来世代の便益を考慮したとしても，不採算

な道路もあるであろう。その道路はそもそも作

る必要が無かったのである。道路を廃止したり，

売却したりするのは非現実的であるから，いろ

いろな方策を議論することが重要である。その

中には，税金投入による早期借入処理，無料開

放が望ましい場合もある。（実際，２００３年１０月

に，予定より７年早く，和歌山の高野龍神ライ

ンで実施。）高金利で借りている場合，結果と

して負担が縮小できるのである。ただし，その

場合でも，そのような道路を建設した自治体の

責任は別問題として問われなければならない。

今後この問題を繰り返さないためにも，見誤っ

た通行量の原因究明などの方策構築が必要であ

ろう。

●地方道路公社の存在意義

最後に，地方道路公社の存在意義を問いたい。

自治体の財政も非常事態であり，インフラがあ

る程度整備された今，新たに，借金をして作る

必要性のある道路があるのだろうか。今後，道

路公社は，残された道路の管理を行う組織とし

て残る可能性はある。ハードからソフトへの転

換である。

Ⅴ－４．外部評価・国の適確な支援のためのデ

ータ整備の重要性

今後，３公社がよい方向に業務を転換してい

くためには，国からの指導や，外部からの評価

や助言が必要である。最後に，そのために何が

必要であるのかを検討したい。

まず，評価・指導・助言のためには，外部に

も内部の情報が伝わる必要，すなわち，透明性

の確保が何よりも重要である。総務省所管であ

る三セクや土地開発公社は毎年調査もなされ，

健全化に向けた国の対策も採られている。また，

会計基準も，全国統一的に時価評価が導入され

ている。その一方で，住宅供給公社と地方道路

公社は，国全体での実態も十分に把握されてお

らず，所管する国土交通省ですら，データを保

持していないのが現実である。また，国の政策

も採られておらず，地域に任されている。住宅

供給公社は，会員組織の連合会で会計基準が議

論されているが，拘束力も少なくスピードも遅

い。地方道路公社は，当初予定と比較した利用

率，収益還元法による資産価値，償還準備金か

らの無料開放の行くえ，独立採算の可能性の把

握など，実態は不明である。

また，特に，公社は特有の業務を行っており

個別の財務資料だけでは議論できない部分もあ

り，その場合には，相対評価も必要である。相
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対的に外部からの評価を可能にするためには，

所管の官庁が，全体の公社の相対比較評価が可

能になるようなデータを整備し，実態を常に外

部に示し，公社の存在意義・活動のあり方を議

論できる基礎を作るべきであろう。
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